
平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-1 三大湖沼の浄化と利活用の推進

01 中海水質浄化対策推進

施策
　１ 事業の目的

　中海に係る各種水質保全施策を総合的かつ計画的に推進し、中海の水質保全を図
る。

　
　２ 事業の内容

　鳥取県及び島根県では、中海の水質保全のため、平成元年度以降、下水道の整備
等の各種水質保全施策をとりまとめた「中海に係る湖沼水質保全計画」を策定し、関
係機関、関係市町、事業者及び住民等の理解と協力を得て、各種水質保全施策を総
合的かつ計画的に推進しているが、未だ湖沼環境基準の達成には至っていない。
　そのため平成２６年度には第６期計画（平成２６～３０年度）を策定して引き続き水質
保全施策の推進を図るとともに中海会議等で検討される水質改善方策についても取り
組む。

　３ 事業の現状及び課題

（１）第５期計画の評価と第６期計画の策定
（２）中海会議（鳥取・島根両県及び中海周辺４市１町及び国土交通省）における一層
の水質改善のための方策の検討 
（３）中海水質汚濁防止対策協議会（鳥取・島根両県及び中海周辺４市１町）の運営 
（４）住民参加型の水質調査等の実施
（５）海藻回収による栄養塩循環システム構築支援事業（島根県との連携事業）
（６）環境にやさしい農業推進に関する普及・啓発の取組
（７）中海水質浄化対策技術調査等の実施

実績
　　　平成２６年度実績
（１）成果
・水質については、COD、全窒素及び全りんいずれもここ数年で最も低い値となり、　
　CODは目標値を達成した。
・民間団体が行う海藻刈りによる資源循環するシステムの構築に向け、回収・肥料製
　造・販売のルート構築、米や野菜等のブランド化などが図られ、体制を徐々に確立し
　つつある。

（２）課題と今後の取組
・水質は長期的には改善傾向にあるが、未だ環境基準の達成には至っておらず、引
　き続き各種水質浄化対策を進めていくとともに、底質が水質に及ぼす影響調査等を
　行うなど汚濁原因の解明を引き続き行い、幅広くより効果的な対策の検討を進める
　必要がある。
・下水道整備などの生活排水系の流入浄化対策は、米子市、境港市が主体となるこ
　とから、両市と連携しながら、一層の生活排水対策、流入負荷削減に取組む必要が
　ある。
・国、鳥取・島根両県、中海周辺自治体で構成する中海会議で事業の進捗や水質の
　状況を確認しつつ、河川管理者たる国や島根県などと一層連携を強化して、第6期
　水質保全計画の目標達成のため、各種事業を着実に進めていく必要がある。
・民間団体が行う海藻刈りによる資源循環するシステムの産物である米や野菜等に
　ついて更なるコスト削減や販路拡大等を図られるよう支援する必要がある。

連絡先
　　　生活環境部 水・大気環境課 水環境保全室 電話0857-26-7197



参考URL　　　
鳥取県水・大気環境課のwebサイトより
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=20225
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02 リモートセンシングを利用した湖沼観測システムの開発

施策
　１ 事業の目的

県内湖沼における広域的な汚濁状況を把握できるモニタリングシステムを開発し、汚濁源の特
定や各種対策に応用する。

　
　２ 事業の内容

ＵＡＶ（無人航空機）の画像等を使用した比較的広範囲の観測を簡易に高頻度で行うことが可能
な観測システムを開発する。具体的には下記に示す内容を対象とする。

○クロロフィルa濃度（湖沼の植物プランクトン量の指標）等の分布測定

○中海等での海藻分布調査

　３ 事業の現状及び課題

◎湖沼の汚濁が発生した際の状況把握や原因特定のための情報収集を行う手段として、現状
では時間のかかる水質調査しかない。そのためそれに代わって迅速に情報収集を行う手段の
開発が求められている。
◎中海では鳥取・島根両県で海藻狩り事業が行われているが、効果的な事業の推進には正確
な海藻の分布域を把握することが重要である。現状ではその分布域は明らかにされていないた
め、広域的な分布域の把握が求められている。

実績
　　　◎ＵＡＶ（無人航空機）を利用した湖沼の観測を試みた。その結果、濁水等の異変の広がりについ
て把握することができた。また、短時間の空撮によって赤潮やで得られた画像を解析することにより、ク
ロロフィルa濃度（湖沼の植物プランクトン量の指標）の分布のマッピングに成功した。これらの技術は、
汚染源の特定や汚染物質の拡散状況を把握する際に応用することが可能である。
◎中海藻場の観測に当たっては藻場のほとんどが飛行禁止区域に存在していると推測されることか
ら、UAV以外の画像を用いたリモートセンシング観測を試みる予定である。

連絡先
　　　生活環境部 衛生環境研究所 水環境対策チーム 電話0858-35-5417

参考URL　　　
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03 湖山池水質浄化対策推進

施策
　１ 事業の目的

　湖山池に係る各種水質保全施策を総合的かつ計画的に推進し、湖山池の水質保全
を図る。

　
　２ 事業の内容

　湖山池の水質保全のため、平成３年度以降、下水道の整備等の各種水質保全施策
をとりまとめた「湖山池水質管理計画」を策定し、鳥取市、事業者及び住民等の理解と
協力を得て、各種水質保全施策を総合的かつ計画的に推進している。

　平成２２年度には、鳥取県と鳥取市で｢湖山池会議｣を設置して、湖山池の将来の望
ましい姿（将来ビジョン）の検討を重ね、平成２４年１月に｢湖山池将来ビジョン｣を策定
した。この将来ビジョンに基づいて、汽水湖化の取り組みを平成２３年３月にスタートさ
せたが、ヒシやアオコの発生を抑制できた反面、淡水動植物の減少等の新たな課題も
発生してきた。

　これらの課題解決や一層の水質改善には、行政のみだけでなく、地域住民の理解と
参加が不可欠となることから、これら取組を総合的に進める計画として平成２５年５月
に将来ビジョン推進計画（＝第３期水質管理計画）を定め、これに基づき施策を推進し
ている。

　３ 事業の現状及び課題

・鳥取県、鳥取市の協働設置の｢湖山池会議｣による各種湖山池浄化への取組の推
進。
・将来ビジョン推進計画（＝第３期水質管理計画）に基づく各種施策の取組促進。

実績
　　　・下水道等の生活排水対策、覆砂・浚渫の湖内対策のほか、住民への普及啓発事業な
ど幅広の取組を継続的に実施している。
・夜間の水門操作を行う等「きめ細かな水門操作」を行った結果、「湖山池将来ビジョン」で定
める塩分濃度範囲（2,000～5,000mg/L）で管理することができた。
・今後も継続的な取組を実施していく必要がある。

連絡先
　　　生活環境部 水・大気環境課 水質担当 電話0857-26-7197

参考URL　　　
鳥取県水・大気環境課のwebサイトより
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=20225

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-1 三大湖沼の浄化と利活用の推進

04 湖山池汽水化対策事業

施策
　１ 事業の目的

平成２４年１月に鳥取県及び鳥取市で策定した「湖山池将来ビジョン」に基づき同年３月１２日よ
り湖山水門（舟通し）を開放し、汽水湖としての再生を目指しているところ。

＜湖山池将来ビジョン＞
（基本理念）
　・『恵み豊かで、親しみのもてる湖山池』を目指して
（目指す姿）
　・良好な水質、豊かな生態系、暮らしに息づく池（利活用の推進）
（目標塩分濃度）
　・東郷池程度（2,000～5,000mg/L）

　
　２ 事業の内容

○湖山水門操作費
水門操作の工夫や大型土のうの設置により塩分濃度の上昇抑制を図ってきたところであるが、
溶存酸素量（DO）を確保しながら2,000～5,000mg/Lで管理するには、きめ細かな水門操作を行
う必要がある。
○砂丘畑用水対策
・湖東大浜土地改良区砂丘畑は高塩分化により直接湖山池から取水できないことから、別途農
業用水を確保する必要がある。
・平成17年からの塩分導入実証試験に伴い改良区のため池を県が管理しているが、シートの劣
化が激しく大規模な修繕が必要な状況。管理移管を前提とした修繕を行う。

　３ 事業の現状及び課題

　湖内の貧酸素化を懸念して舟通しの開放を継続したことにより、また、昨冬の少雪、今春以降
の少雨、近年の潮位の上昇等の影響もあり、水門操作を工夫しているものの、塩分濃度が
8000mg/lまで上昇した。また、遡上するフナや湖山池周辺を回遊する魚等が貧酸素により大量
斃死するなど、最近の高塩分化や貧酸素への対応が求められている。
　「湖山池将来ビジョン」に掲げる基本理念や目指す姿など汽水域としての再生を目指し、湖山
池会議を核として県及び市の関係機関で構成する各「対策チーム」により、各事業の実施及び
種々の課題や懸案に取り組む。

実績
　　　・夜間の水門操作を行う等「きめ細かな水門操作」を行った結果、「湖山池将来ビジョン」で定める
塩分濃度範囲（2,000～5,000mg/L）で管理することができた。(H26:Max4,120mg/L,Min1,820mg/L）
また、溶存酸素の確保も行った結果、フナや湖山池周辺を回遊する魚等の大量斃死を防ぐこともでき
た。

連絡先
　　　県土整備部河川課企画担当　電話：０８５７－２６－７３７４

参考URL　　　
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05 湖山池漁場環境回復試験

施策
　１ 事業の目的

　湖山川の水門開放が湖山池内の魚類と漁場環境へ与える影響を把握するとともに、
水産振興策としてヤマトシジミ増殖策を検討する。
　また、漁場環境の改善と造成を目的とした、安価な手法による覆砂の効果を検証す
る。

　
　２ 事業の内容

（１）水門開放影響調査
　○資源変動調査・・・小型定置網などにより魚類相、分布量の変動を把握する。
　○環境調査・・・池内の水質（塩分・ＤＯ・水温）を把握する。
（２）ヤマトシジミ増殖試験
　湖内の塩分濃度上昇によりヤマトシジミ資源が創出される可能性が高まったことか
ら、効率的なヤマトシジミ増殖策を検討する。手法は、食害魚などの侵入を防ぐため周
辺を網で囲った親貝場を設け、そこにシジミ親貝を収容し、産卵及び稚貝の増産を図
る。
（３）簡易覆砂試験
　安価な手法による覆砂を実施し、漁場改善効果を把握する。

　３ 事業の現状及び課題

（１）水門開放影響調査
＜現状＞
・魚介類の種類数は水門開放の前と後で大きな変化は無かったが、淡水産種が減少
し、海産種が増加した。主な漁獲対象種であるシラウオ・ワカサギ・テナガエビの漁獲
量は回復していない。
＜課題＞
・水門開放が湖内の魚介類へ与える影響については、調査を継続し、湖内環境が安
定したから評価する必要がある。

（２）ヤマトシジミ増殖試験
＜現状＞
・平成24年の塩分導入（水門一部開放）と本試験を行った結果、平成24年からヤマトシ
ジミが急増し、平成26年6月からヤマトシジミ漁が再開された。
＊ヤマトシジミは漁獲されるまでに、生まれてから2～3年必要。
＜課題＞
・ヤマトシジミ稚貝を安定的に大量発生させる必要がある。
・ヤマトシジミ漁を継続するにあたり、乱獲を防ぎ安定して漁獲できる量を試算する必
要がある。

（３）簡易覆砂調査
＜現状＞
・平成25年度と平成26年度に計3カ所で覆砂を実施。
・覆砂効果を調査中。
＜課題＞
・覆砂の効果持続期間を明らかにする必要がある。

実績
　　　（１）水門開放影響調査
・平成24年3月の水門開放後、淡水種は減少。



・平成26年は種類数の減少が大きいが、平成25年7月の魚介類大量死の影響があると推察
される。
・主な漁獲対象種であるワカサギ・シラウオ・テナガエビは塩分導入前から減少し、今も回復し
ていない。

　　　　　図　湖山池で採捕された魚介類の種類数

（２）ヤマトシジミ増殖試験
・本試験の効果によりシジミ資源が創出され、平成２６年６月からシジミ漁が開始された。

　　　　　　　図　湖山池の漁獲量

図　調査定点(11カ所)におけるヤマトシジミの平均個体数

（３）簡易覆砂試験
・覆砂により底質環境の改善が図られた。
・覆砂箇所の砂の移動により、覆砂面積が拡大した。
・平成25年覆砂箇所は年を追うごとにシジミの数が増えている。
・シラウオ、テナガエビの産卵場としての効果が確認された。

連絡先
　　　栽培漁業センター養殖・漁場環境室　電話０８５８－３４－３３２１

参考URL　　　
鳥取県栽培漁業センターのwebサイトより
「栽培漁業センター」
　　http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=154053
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06 湖山池の環境変化に伴う生物多様性・生態系評価及び自然再生方法の
検討

施策
　１ 事業の目的

再汽水化に取り組んでいる湖山池では、湖内の塩分上昇に伴って、生物多様性や生態系に変
化が生じ始めている。この変化を監視するとともに、これらの変遷過程を捉えて評価する。
併せて、かつて生息していた淡水動植物（水生植物、カラスガイ）の保全に向けた自然再生方法
の検討を行う。
これらを通して、今後の湖沼管理に関する施策の一助とする。

　
　２ 事業の内容

現地モニタリング、調査等から、湖山池の生物多様性・生態系評価手法を検討し、再汽水化に
よる湖山池の生物多様性や生態系の変遷を評価する。併せて、湖山池流域内における淡水動
植物の保全に取り組む。この内、カラスガイの再生産手法に関して新たに取り組む。

　３ 事業の現状及び課題

　従来から湖水が灌漑用水として農業利用され、湖山川の水門管理によって淡水に近い低塩分
濃度で維持されてきた。その一方で、アオコ発生等に加え、近年ではカビ臭問題やヒシ問題、漁
業不振等の問題が顕著化していた。このため、住民意見や湖山池会議等での議論を踏まえ、平
成２４年３月から水門開放して、アオコやヒシ等の発生を抑制するとともに、水の交換を高めて
汽水湖として再生することとなった。湖内の塩分上昇に伴い、水質や生態系が大きく変化するこ
とが予想され、実際の状況や事象を監視および評価し、適切に対応していく必要がある。
　また、湖沼の自然再生に向けて、在来の水生動植物を活用することは重要な手法となるが、
必要な知見や情報が不足している。

実績
　　　再汽水化により、ヒメガマ、ハス等の淡水動植物はほぼ消滅したものの、かつて環境悪化を引き
起こしていたヒシ、アオコ等は衰退した。その一方で、淡水動植物の保全に向けて、カラスガイの再生技
術を確立し、稚貝を人工的に生産することに成功した。
これらは湖山池会議、環境モニタリング委員会等で報告され、塩分管理や生態系の保全に向けた施策
の検討資料とされた。

また、湖山池の水生植物は、長期的に見ると１９９９年以前と比べて、種数が大きく減少し、生物多様
性・希少性ともに大きく減少したことが判明した。また、多鯰ヶ池、東郷池においても、生物多様性・希少
性ともに減少しており、特に多鯰ヶ池ではハゴロモモ等の外来生物が優占していること確認した。

連絡先
　　　生活環境部 衛生環境研究所 水環境対策チーム 電話0858-35-5417

参考URL　　　
鳥取県衛生環境研究所のwebサイトより

http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=3565
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-1 三大湖沼の浄化と利活用の推進

07 内水面漁場環境・漁業資源対策事業

施策
　１ 事業の目的

内水面漁業協同組合が実施する産卵場造成等の漁業振興事業を支援し、内

水面漁業の振興に資する。

　
　２ 事業の内容

■湖山池コイ・フナ産卵場整備事業

コイ・フナが産卵期における河川の渇水により河川に密集する状況を改善する

ため、湖山池漁協が行うコイ・フナの産卵場整備を支援する。（平成２６年度限

り）

　３ 事業の現状及び課題

■湖山池コイ・フナ産卵場整備事業

○コイ・フナは河川を遡上し、産卵するという生態を持つ。

○平成２５年は例年にない渇水により、河川の流量が減少したため、遡上を堰

堤等で妨げられたコイ・フナが密集するという現象が確認された。

○魚が密集することにより、酸欠や魚体の損傷などが生じ、産卵後に衰弱した

親魚がへい死する、また産卵が十分に行われないなどの問題が発生。

○栽培漁業センターが平成２５年６月にキンラン（人工水草）の試験設置を行っ

たところ、産卵場として一定の成果が得られた。

実績
　　　・湖山池からのコイ、フナ産卵遡上量が多い河川として福井川に２５０ｍ、枝川に２００
ｍ、三山口川に１００ｍのキンランを設置。併せて、キンランの効果を維持するためキンラン洗
浄機具の設置を支援。
・今年は、平成２５年のようなコイ、フナの密集が確認されておらず、生息環境の改善に寄与
したと考えられる。

連絡先
　　　鳥取県農林水産部水産振興局水産課水産振興担当　電話０８５７－２６－７３１７

参考URL　　　

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-1 三大湖沼の浄化と利活用の推進

08 東郷池水質浄化対策推進

施策
　１ 事業の目的

　東郷池に係る各種水質保全施策を総合的かつ計画的に推進し、東郷池の水質保全を図る。
　
　２ 事業の内容

　東郷池の水質保全を図るため、従来から下水道、農業集落排水施設の整備などの種々の対
策を講じ、東郷池への汚濁負荷削減を図ってきた。
　平成１８年度に、湖内直接浄化対策や農地からの流入汚濁抑制対策等の各種水質保全施策
をとりまとめた「東郷池水質管理計画」を策定し、湯梨浜町、事業者及び住民等の理解と協力を
得て、各種水質保全施策を総合的かつ計画的に推進している。
　しかしながら、水質環境基準の達成には至っておらず、水質管理計画に基づき、引き続き各種
水質保全施策を推進する必要があり、これらの取り組みを推し進めるために平成２３年度には、
｢東郷池の環境改善に向けたアクションプログラム｣を見直し策定した。また、より多くの方に東
郷池に親しみをもっていただき、理解を深めていただくため、「愛らぶ東郷池」イベントを湯梨浜
町と連携して年２回実施している。

　３ 事業の現状及び課題

・第１期「東郷池水質管理計画」（平成１８～２７年度）の推進
・「東郷池の環境改善に向けたアクションプログラム（第２期）」（平成２３年度策定）の普及・啓発
・環境にやさしい農業推進に関する普及・啓発の取組

実績
　　　「東郷池アクションプログラム」の行動計画を推進すると共に、より多くの方に東郷池について関心
を持っていただくため、環境イベント「愛らぶ東郷池」を夏、冬と２回開催した。
また、環境にやさしい農業に積極的に取り組んでいる地域について、地元住民の方等に協力いただき、
継続した普及啓発に努めた。

連絡先
　　　生活環境部 水・大気環境課 水質担当 電話0857-26-7197

参考URL　　　
鳥取県水・大気環境課のwebサイトより
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=2022

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-1 三大湖沼の浄化と利活用の推進

09 東郷池ヤマトシジミ資源回復試験

施策
　１ 事業の目的

東郷池におけるヤマトシジミ増殖のための橋津川水門操作マニュアルの高1.

度化と実証

資源状況や市場ニーズに応じた漁獲量増産の実践2.

東郷池産ヤマトシジミの更なる付加価値向上3.

を目的とした試験を行う。

　
　２ 事業の内容

研究項目 年度 内　　　容 担当

ヤマトシジミ増殖
のための橋津川水
門操作マニュアル
の高度化と実証

平成
26～28

・池内の流動把握
・流入量、流出量把握
・水門操作
・池内3定点で水質連続観測
・池内流動モデル作成、改良

・水門操作マニュアル改訂

栽培セ

東郷湖漁協
栽培セ・漁協
栽培セ・鳥大
工学部（委
託；共同研
究）
栽培セ

資源状況に応じた
最大有効漁獲量の
指標づくり

平成
26～28
　

・単位時間あたり漁獲量、漁
獲実態、出荷実態の把握
・指標の作成

栽培セ・漁協

栽培セ

東郷池産ヤマトシ
ジミの食の魅力発
掘

平成
27～28

・機能性成分、旨味成分分析
による旬の把握
　

栽培セ

　３ 事業の現状及び課題

【ヤマトシジミ増殖のための水門操作マニュアル」

＜現状＞

・数値シミュレーションを用いて、水門操作による東郷池内の塩分および

DO挙動の予測に着手。

【資源状況に応じた最大有効漁獲量の指標づくり】

＜現状＞



・シジミの数は多いものの漁獲サイズまで成長している個体が少なく、漁

獲量は回復していない。

＜課題＞

・東郷池のシジミは成長が悪いため、成長を促進させる水質管理が必要で

ある。

・ここ2年、目標とする塩分管理ができず、シジミの稚貝発生量が少な

かったことから、次年度以降は水質管理を徹底させる必要がある。

実績
　　　【ヤマトシジミ増殖のための橋津川水門操作マニュアルの高度化と実証】
・水深２ｍ地点のＤＯは3.6-９.1ｍｇ/Ｌの間で推移し、貧酸素（2mg/L）は一度も

観測されなかった。

図　漁協前水深2ｍ地点における日平均塩分（上段）および日平均ＤＯ（下段）

・流量と夢広場前の塩分とDOとの関係についてみると、夢広場前では海水流入直後

にDOが低下する傾向が認められた。水深2.5m地点の池奥では，貧酸素状態が8月下

旬まで継続していた。

・東郷池水質予測モデルの基礎を構築し、水温・塩分・溶存酸素・水質について検

証計算を行った。

【資源状況に応じた最大有効漁獲量の指標づくり】

・平成25年級群は平成24年級群に比べて個体数が少なかった。



　11月の全域調査における殻長組成をみると、殻長2㎜前後の平成26年生まれと推
定される年級群は，僅か2個体/㎡が認められたのみであった。

連絡先
　　　鳥取県栽培漁業センター養殖・漁場環境室　電話：0858-34-3321

参考URL　　　
鳥取県栽培漁業センターのwebサイトより
「栽培漁業センター」
　　http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=154053

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-1 三大湖沼の浄化と利活用の推進

10 東郷池における住民意識を取り入れた新たな環境指標の検討

施策
　１ 事業の目的

従来の環境基準だけでは住民に分かりづらい水環境の姿を、住民の感覚を反映させた指標を
作り、従来基準と組み合わせることでわかりやすく示し、湖沼対策の方向性の設定や住民意識
の向上に活用する。

　
　２ 事業の内容

新指標の検討に係る基礎調査
・水質調査
・水の色と水質の関連性の解析
・住民が望む水の色の聞き取り調査

　３ 事業の現状及び課題

○現在、県内湖沼（東郷池を含む）の環境基準はCOD等の化学値で定められている。
○しかし、化学値は一般県民にとって解釈が困難である。
○したがって、分かりやすい環境指標を設定することは、湖沼施策に対する県民の理解と協力
を求める上で不可欠である。

実績
　　　○東郷池では水の色が水質を反映することが判明した。加えて、水質が良好な時の色（黄緑色）
が住民に最も望まれる色であることも判明した。さらに、池本来の色（約100年前）も黄緑色であった。こ
とから、湖水の色が新指標として有用であると考えられた。
○以上の成果は、湯梨浜町報や東郷池のイベントを通じて広く周知を行った。

連絡先
　　　生活環境部 衛生環境研究所 水環境対策チーム 電話0858-35-5417

参考URL　　　
鳥取県衛生環境研究所のwebサイトより

http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=3565
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-1 三大湖沼の浄化と利活用の推進

11 ラムサール条約推進事業

施策
　１ 事業の目的

　我が国最大の汽水域である中海・宍道湖は、淡水化事業の中止後、ラムサール条約湿地に
登録（平成17年11月8日）された。平成22年にラムサール条約湿地登録５周年を迎え、両県知事
が中海を両県共有の貴重な財産として、次代に引き継ぐ協定を締結した。　
　本事業は、関係自治体・ＮＰＯ・地域住民等が参加し、条約の趣旨である「環境保全」や「賢明
な利用（ワイズユース）」の「しくみづくり」について、交流・学習・普及啓発に取り組むことにより、
意識のさらなる高揚を図り、豊かな恵みを次世代へ引き継ぐことを目的とする。

　
　２ 事業の内容

（１）こどもラムサール全国湿地交流会
○概要
・平成19年度に中海・宍道湖で「全国大会」を実施し、平成22年度は「ラムサール条約5周年記
念事業」を鳥取・島根で連携して実施し、平成23年度は全国の湿地（谷津干潟、琵琶湖、豊岡）
⇒「コウノトリの飛行ルート」からこどもたちを招聘し、中海・宍道湖のこどもたちと交流を実施。
平成24年度は、中海・宍道湖のこどもたちを谷津干潟、豊岡へ派遣し、平成25年度は琵琶湖へ
派遣及び谷津干潟、豊岡、琵琶湖の子どもたちを宍道湖へ招聘し、交流会を実施した。平成
26年度は交流を拡充させるため、次世代を担うリーダー育成を目的として、交流会実施の要請
のあった佐賀市の有明干潟へ中海・宍道湖のこどもたちを派遣した。
・平成27年度は、中海・宍道湖ラムサール条約登録10周年記念として「アジアこども交流会」を
開催。国内から4ヶ所（琵琶湖、豊岡、中海、宍道湖）、国外から2ヶ所（香港、韓国）のこども達を
招聘し、交流会を実施。

（２）ラムサール条約合同シンポジウム
○こどもラムサール全国湿地交流会に参加したこどもたちの発表及び講師の方をお招きし（H24
年度：さかなクン、平成25年度：らんま先生＆ウルトラマン）、こどもから大人まで楽しくラムサー
ル条約について学んでいただくようなシンポジウムを開催する。

（３）ラムサール条約登録10周年記念イベント
○中海・宍道湖ラムサール条約登録10周年記念イベントとして、11月3日（火・祝）シンポジウム
＠米子、11月23日（月・祝）＠松江を開催する予定。また、条約の趣旨の一つであるワイズユー
スに着目し、中海周辺でサイクリングイベント、ウォーキングイベントを開催する予定。

（４）中海・宍道湖一斉清掃（6月の第２日曜日に開催）
○ 平成18年度から、両県関係自治体が連携実施
○ 平成27年度は松江市をメイン会場に、両県合同の開始式実施。
　 （平成18年度：松江市、平成19年度：米子市、平成20年度：安来市、平成21年度：境港市、平
成22年度：東出雲町、平成23年度：松江市、平成24年度：米子市、平成25年度：安来市、平成
26年度：境港市）

　３ 事業の現状及び課題

（１）ラムサール条約湿地への登録
　鳥取県と島根県にまたがる中海は、平成17年11月に国際的に重要な湿地としてラムサール条
約に登録され、その趣旨である「自然環境の保全」と「賢明な利用（ワイズユース）」を推進してい
くことが、求められている。
　※2012年8月10日現在、締約国162ヶ国、登録湿地数2,046ヶ所、日本国内は46箇所。
　◎中海の賢明な利用とは　
「中海」の生態系がもつ特徴をこわさない方法で、「中海」の与えてくれる恵みを将来の世代に引
き継ぐよう持続的に活用してくことであり、漁業資源の利用、スポーツ利用、観光利用、周辺農
地の利用、環境教育の場としての利用等を含む。

（２）中海における現状や課題
　○中海は、堤防開削、自然再生、漁業、治水など、様々な分野で問題を抱えており、水質改善
だけでなく、全体的な問題を認識しつつ、それぞれの問題に対して地域住民や関係機関との協



働により対処することが必要。
　○平成22年4月22日、中海会議が設置され、2省2県4市町（国(国土交通省、農林水産省)、県
(島根県、鳥取県)、市町(米子市、境港市、松江市、安来市、東出雲町)が構成員となり、（1）堤
防、護岸整備、（2）水質及び流動、（3）農地の排水不良、（4）利活用　等を協議していくことと
なった。
　○平成21年度末、第5期湖沼水質保全計画の策定し、長期ビジョン（およそ25年後の中海の望
ましい将来像）については、個々の数値で表現するのではなく、水中から水辺にいたるまでの理
想的な姿や周辺の景観などとのマッチングなど、トータルな姿として設定したところ。
　○中海会議の設置により、これまでのＮＰＯ団体などを中心とした粘り強い取り組みの継続や
アマモ造成等事業への新たな支援により、中海において行動を起こす気運は、高まりつつある。

実績
　　　（１）こどもラムサール全国湿地交流会　

開催月日 場　　所 参加者（人数） 内容  等
８月２２日

（土） 佐賀県東与賀
海岸周辺

中海・宍道湖２４名
　

有明干潟見学、潟スキー体験な
ど

（２）ラムサール条約合同シンポジウム

開催月日 場　　所 テーマ 講師及び内容  等

【島根・鳥取】
２月２８日（土）

米子市ふれあ
いの里
（約200名）

両県合同シンポジウム
・ＮＰＯ法人の活動報告
・らんま先生のエコ実験パフォーマンスショー
・こども達の活動報告

（３）中海・宍道湖一斉清掃 
 ６月の環境月間にあわせ、ラムサール条約の趣旨である「環境の保全」と
「賢明な利用（ワイズユース）」に対する地域住民の意識高揚等を図るため、
鳥取・島根両県及び関係自治体、地域住民との協働により、６月８日（日）
に実施した中海・宍道湖沿岸の一斉清掃の実施結果は、参加者７，５４４名、ゴミ
１４．０７トンを回収した。
（開始式　平成１８年度：松江市、平成１９年度：米子市、平成２０年度：安来市、平成２１
年度：境港市、平成２２年度：東出雲町、平成２３年度：松江市、平成２４年度：米子市、平
成２５年度：安来市、平成２６年度：境港市）

連絡先
　　　生活環境部 水・大気環境課 水環境保全室 電話0857-26-7870

参考URL　　　
鳥取県生活環境部のwebサイトより

http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=45826
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01 鳥獣被害総合対策事業

施策
　１ 事業の目的

　野生鳥獣による農林産物等への被害を軽減させるため、
　（1）侵入を防ぐ対策
　（2）個体数を減らす対策
　（3）周辺環境を改善する対策
　を総合的に支援する。

　
　２ 事業の内容

（１）侵入を防ぐ対策
　　侵入防止柵などの設置を支援
（２）個体数を減らす対策
　　捕獲奨励金の交付、捕獲班員の育成等を支援
（３）周辺環境を改善する対策
　　農地と山林の間に野生鳥獣が接近しにくい明るい環境（緩衝帯）の設置、放任果樹
のもぎ取り等を支援

　３ 事業の現状及び課題

（１）イノシシ・ヌートリア・カラス等の野生鳥獣による農林産物等の平成26年度被害額
は、87百万円と増加。
　　ア　イノシシ被害は、H25に比べ減少傾向にある。
　　イ　シカ被害は、県東部で水稲、野菜類、造林木に被害が発生している。
（２）ヌートリア・アライグマ（外来生物）については、生態系等への影響があり、根絶を
目指した対策が必要とされている。

実績
　　　平成２６年度実績

　野生鳥獣による農作物等への被害額は、平成２０年度から増加傾向で、平成２３年度以降は減少して
いたが、平成２６年度は８７百万円と増加した。
　イノシシ被害は県下全域で発生し、侵入防止柵を設置したほ場では少なかったものの、全体的には被
害が拡大し、被害額が４７百万円となった。有害捕獲数も多く、前年より約３割増加した。
　シカ被害は前年より増加した。有害捕獲数も東部・中部地区で前年より多く、生息域が拡大していると
みられ全県的な取組が必要となっている。
　これらの被害発生地域で有効な被害対策を進めるため、侵入防止柵の整備、捕獲用具・施設の整
備、有害鳥獣捕獲、捕獲奨励金等に要する経費に対して助成するとともに、被害防止技術の普及や人
材育成を行った。

１　農林産物被害額
　（年度）　　（被害額）　　（対前年比）
　　21       137百万円     106％
    22       196百万円     143％
    23         67百万円       34％
    24         72百万円     103％
    25         63百万円      88％
　  26         87百万円　　138％

２　鳥獣被害総合対策事業（297,584千円）
　(1)侵入を防ぐ対策
 　　　侵入防止柵等の設置を支援（延べ268kmの柵設置）
　(2)個体数を減らす対策
　　　　有害鳥獣の捕獲、捕獲用具等の設置、捕獲奨励金の交付、捕獲班員の育成等を支援（有　　　



害捕獲（捕獲奨励金対象）:12,344頭）

連絡先
　　　農林水産部 鳥獣対策センター 電話0858-72-3820、3821

参考URL　　　
鳥取県 鳥獣対策センターのwebサイトより
　　「農作物の鳥獣被害対策に関すること」
　　http://www.pref.tottori.lg.jp/211038.htm
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02 特定鳥獣保護管理事業

施策
　１ 事業の目的

　個体数が増加して農林業被害や生態系被害が増加しているイノシシ・ニホンジカ・カ

ワウや個体数が減少して絶滅のおそれが危惧されるツキノワグマについて、生息実態

に応じた捕獲頭数の目標設定、農林業・生態系被害の早急な軽減と生息域拡大の抑

制及び個体群の安定的維持といった計画的な保護管理を行うことを目的とする。

　
　２ 事業の内容

「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」第７条に基づく特定鳥獣保護管理計画

の策定・検討、計画実行並びに科学的調査に基づく検証を行い、被害軽減、保護等を

推進するための各種取組を行っている。

（１）保護管理計画検証のための検討会の開催等

　生息状況等調査（継続）を実施し、その調査結果に基づき保護管理検討会を開

催し計画を検証する。

（２）生息状況調査の実施

　生息情報、被害情報の整理及び行動分析を専門機関に委託等して実施する。

（３）カワウ生息実態調査の実施

　県内のカワウの生息数を調査し、各種対策の基礎資料とするほか、保護管理計

画策定の是非を検討していく。

（４）ツキノワグマ対策の推進

ア　ツキノワグマ追跡調査員（非常勤職員）を配置し、学習放獣の効果確認のた

め、電波発信器による行動把握を行う。

イ　錯誤捕獲個体や学習放獣を前提に捕獲した個体に対し、人等への嫌悪感を与

える学習放獣を実施する。

ウ　遭遇回避対策として、以下の事業を引き続き実施する。

（ア）遭遇回避総合対策事業

　クマ対策学習会開催、追い払い体制整備等、住民の安全・安心を確保す

るための補助を実施

（イ）堅果類豊凶実態把握事業

　ツキノワグマの秋のエサであるブナ科堅果類の結実状況を把握して、出

没予想をたてるとともに、早期に出没対策を行う。

　３ 事業の現状及び課題

（１）イノシシ・ニホンジカ

○イノシシによる農林作物被害を減少させるためには、物理的な被害防止対策を



行うとともにイノシシを捕獲し、個体数を減少させることが必要。

○ニホンジカについても個体数が増加して、国定公園氷ノ山内では希少植物（サン

カヨウ）などに食害が発生し、生態系被害が深刻化してきている。

○しかしながら、野生鳥獣を捕獲することができる狩猟者数は昭和55年の約４割

に減少し、６０歳以上が６７％と高齢化が著しく捕獲の担い手が不足状況。

（２）ツキノワグマ

○県東部中心に生息する中国地域のツキノワグマの生息数は、氷ノ山山系を中心

に２００頭前後と推定され、「絶滅のおそれのある地域個体群」に指定されてお

り、絶滅が危惧されたことから、鳥獣保護法に基づく特定鳥獣保護管理計画を

策定しツキノワグマの保護を図ってきた。

○その結果、個体数は増加傾向、分布は拡大傾向を示すなど、個体群の回復が

見られる。

○一方、クマに対する心理的な恐怖感と農作物への被害などから駆除要望が強

い。絶滅が危惧されていることから個体数の増減を的確に把握し、慎重に保護

管理する必要がある。　　

（３）カワウ

○近年、内水面漁業関係者から被害対策の要望が寄せられ、環境への影響も懸

念される。また、県内で新たな繁殖地も確認された。対策を行う上でも基礎とな

る県内での生息実態を把握していくことが必要となっている。

○漂鳥の傾向が強く、県内全域の生息実態の把握は困難。過去に絶滅が危惧さ

れた時期もあることから、継続的な調査により生息実態を把握して保護管理す

る必要がある。

実績
　　　・イノシシ、ニホンジカ及びツキノワグマ生息状況調査や、保護管理計画の進行管理、見
直しのためのモニタリング調査を実施。
　特に、ツキノワグマの大量出没に備え、県内でのツキノワグマの生息状況を明らかにするた
め、生息頭数推定等の調査を拡充。

【ツキノワグマ】
・捕獲個体の学習放獣を実施した。（６２頭）
・ツキノワグマ追跡調査員（非常勤職員３名）を配置し、放獣個体の監視を強化。問題個体の
追い払い等を行った。
・生息状況調査を実施し、ツキノワグマの生息数推定を行った。放獣作業等の効果により個
体数は増加傾向であると推測される。

【イノシシ】
・イノシシの生息動向を把握するため、捕獲した個体の頭骨から齢査定を行うイノシシ捕獲個
体調査を行った。
・県内で、痕跡調査、捕獲数等の捕獲状況、狩猟カレンダー、農作物被害実態等の生息指標
調査を実施、解析し、生息状況を把握した。

【ニホンジカ】
・ニホンジカの生息動向を把握するため、糞塊密度、植生衰退度、捕獲数、狩猟カレンダーに
よる生息指数調査を実施、解析し、生息状況を把握した。

【カワウ】
・県内の生息状況を把握するための生息状況調査を実施して、県内の生息状況を把握した。

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 自然環境保全担当 電話0857-26-7872



参考URL　　　
　鳥取県緑豊かな自然課のwebサイトより
　「野生動植物」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=95703
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03 鳥獣保護及び適正狩猟推進事業

施策
　１ 事業の目的

「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」に基づき、野生鳥獣の保護繁殖を図る

とともに、適正な狩猟を推進する。

　
　２ 事業の内容

（１）狩猟免許試験及び狩猟免許更新講習会を実施する。

（２）狩猟者登録事務の実施。

（３）野生鳥獣の保護及び適正狩猟を推進するため、必要な措置を行う。

（４）鳥獣保護のため、鳥獣保護区、特定猟具使用禁止区域等を指定し、設置した標識

の管理を行う。

　３ 事業の現状及び課題

　野生鳥獣と人間社会との軋轢や希少野生動物保護の問題を背景に、種の保護管理

の一端を担う捕獲者の養成を図る観点からも、狩猟制度の管理・運営を行う必要性は

高い。

　しかしながら、狩猟者の減少・高齢化が顕著であり、狩猟者確保が喫緊の課題となっ

ている。

実績
　　　・第１１次鳥獣保護管理計画にのっとり、狩猟登録事務、規制区域の管理など野生鳥獣
の保護、狩猟の適正化に関する事業を実施した。

・狩猟免許試験を県内各地で４回実施し、２７３名が受験申請して新たに２２９名が狩猟免許
を取得した。（網猟１１名、わな猟１８０名、第一種銃猟３４名、第二種銃猟４名）

・設定期間が満了した鳥獣保護区２カ所の１０年間の設定期間更新を行った。（道後山、日南
湖）

・特定猟具（銃器）使用禁止区域を１６カ所設定した。（【更新】上野、千代川、郡家船岡八東
川、八東川、佐治川ダム、新興、本庄堤、玉津、宮谷頭堤、妻木晩田、浅山、彦名干拓地、中
海干拓地、小清水、池ノ谷池　【新設】なし　【区域拡大】大平山）

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 自然環境保全担当 電話0857-26-7872

参考URL　　　
鳥取県緑豊かな自然課のwebサイトより
　「野生動植物」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=95703
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04 鳥獣捕獲者確保環境整備事業

施策
　１ 事業の目的

地域における野生鳥獣の適切な保護管理や自然環境の保全など地域特有の生物多

様性を保全する取組を進め、「人と自然が共生する地域」を目指す。

　
　２ 事業の内容

近年減少の著しい狩猟者を確保するため、狩猟免許や猟銃所持許可などの資格取得

のための研修会の開催や、日常の射撃練習を負担無く行うことができる射撃環境の整

備を行う。

（１）狩猟者（捕獲従事者）の養成

　イノシシ、ニホンジカなどの有害鳥獣駆除又は個体数調整等を担う有能な狩猟

免許者の育成・確保対策を猟友会に委託して実施

○狩猟免許試験受験のための事前研修会の開催

○安全な捕獲を行うための猟具の取扱い研修の実施

○若手銃猟者の育成確保に係る実猟・実技研修の実施

○全国的に開催される先進的研修会への派遣

○獣肉処理・加工に係る衛生講習会の開催　　ほか

（２）射撃環境の確保・改善

　鳥獣害対策に欠かすことの出来ない銃猟者を育成するため、射撃環境の改善に

向けた各種取組を実施

※銃猟者：猟銃（散弾銃・ライフル銃・空気銃）を用いて鳥獣を捕獲する資格を有す

る者

１）射撃環境整備の在り方についての検討

　射撃施設の整備、ソフト対策及び先進的銃猟の取組等の射撃環境全般につ

いての調査検討を実施

《内容》

・既存施設（鳥取市営クレー射場）改修の可能性

・先進地、関係業界から有識者を招いての研修会の開催

２）銃猟者への直接的な支援措置

ア．ライフル銃技能講習受講支援

ライフル所持者に対する技能講習受講に係る経費の支援

・県外施設に出かけて法定講習を受けるのに要する経費の一部を助成

・ライフル銃技能講習合格のための研修会の実施（年3回）

イ．射撃技能向上のための射撃練習奨励金の交付

　有害駆除作業に従事する者で、一定数（年間２回以上）の射撃を行った



者に対する係る経費の補助

ウ．散弾銃技能講習受講支援

　有害駆除作業に従事する者で、散弾銃に係る技能講習を受講する者に

対する係る経費の補助

エ．ガバメントハンターの育成

　鳥獣対策関係業務に携わる自治体職員で、業務に資する目的で猟銃を

所持する者への資格取得経費の支援

※ガバメントハンター制度：行政が直営で管理する捕獲者制度

　３ 事業の現状及び課題

現状（背景と課題）

◎以下のにより、クマ、イノシシ及びニホンジカ等の野生鳥獣による人身・農林被害の

発生が拡大（人間と鳥獣の軋轢が深刻化）

★中山間地域の過疎化・高齢化により耕作放棄地や手入れがなされない森林が

増加し、地域の人々の生活や生産活動によって育まれてきた自然環境や里山

環境が失われつつある。

★狩猟者が減少・高齢化し、野生鳥獣への捕獲圧が低下した結果、野生鳥獣の個

体数が増加

◎以下の理由により、猟銃を所持するための環境が悪化し、銃猟者の減少に拍車の

掛かることが懸念

★平成21年度の銃刀法改正により猟銃所持の手続きが煩雑化

★県内東部には射撃場が無く、中・西部にある既存の各種射撃場も小規模で老朽

化が進み、施設の維持存続に不安

★県内には狩猟用ライフルを発射可能な射撃場がないことから、所持許可者は資

格・技能を維持するのに負担が大きい。

★高齢化の進行による作業時の不測の事故増加を懸念

◎ジビエ振興に係る現状

★捕獲資源を活用してジビエを新たな山村振興や観光資源にする動きがある。

★捕獲者の減少に伴い、ジビエの原材料確保に不安

実績
　　　（１）イノシシ、ニホンジカなどの有害鳥獣捕獲又は個体数調整等を担う有能な狩猟免許者の育
成・確策を猟友会に委託して実施
○狩猟免許試験受験のための事前講習会の開催
○安全な捕獲を行うための猟具の取扱い講習会の実施
○若手銃猟者の育成確保に係る実猟・実技講座の実施
○全国的に開催される先進的研修会への派遣
○獣肉処理・加工に係る衛生講習会の開催
○ライフル銃技能講習受験のための事前講習会の開催
（２）銃猟者への直接的な支援措置を実施
○射撃練習奨励金
有害鳥獣捕獲作業に従事する者で、一定数（年間２回以上）の射撃を行った者に対する係る経費の補
助
○散弾銃技能講習受講支援
有害鳥獣捕獲作業に従事する者で、散弾銃に係る技能講習を受講する者に対する係る経費の補助
○ガバメントハンターの育成
鳥獣対策関係業務に携わる自治体職員で、業務に資する目的で猟銃を所持する者への資格取得経費
の支援
○ライフル銃技能講習受講支援



ライフル所持者に対する技能講習受講に係る経費の支援県外施設に出かけて法定講習を受けるのに
要する経費の一部を助成
（３）鳥取クレー射撃場の再開支援
猟銃所持者の利便性向上や負担軽減、若齢者等の猟銃を所持しやすい環境を整備することで、銃猟
者の永続的確保に資するため、鳥取クレー射撃場を再開するための整備経費を支援。

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 自然環境保全担当 電話0857-26-7872

参考URL　　　
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05 野生動物ふれあい推進事業

施策
　１ 事業の目的

「鳥獣の保護を図るための事業を実施するための基本的な指針」（平成23年環境省告

示）及び「第１１次鳥獣保護事業計画」に基づき、傷病鳥獣の救護等の各種事業を実

施する。

　
　２ 事業の内容

（１）傷病鳥獣の救護

　負傷、衰弱、幼少等の原因で収容された野生鳥獣の自然界への復帰を目指し

て、動物病院等に治療を委託する。

（２）愛鳥モデル校の指定・育成

　野鳥保護教育の取組が盛んな小中学校を愛鳥モデル校に指定し、授業等で野

鳥の巣箱や愛鳥週間ポスターの作成、野鳥観察会、野鳥学習会等を行うのに要

する経費を助成する。

（３）愛鳥ポスター・巣箱コンクールの開催

　鳥獣愛護の精神涵養に資するため、愛鳥週間用ポスター原画募集の全国コン

クールに併せて、県主催の図案コンクールや、野生動物の巣箱コンクールを実施

する。

（４）鳥獣生息状況等の調査

　鳥獣保護区等での鳥獣生息状況、渡り鳥の渡来状況、オシドリ及び猛禽類の生

息状況等を把握するため、委託により調査を実施する。

　３ 事業の現状及び課題

○傷病鳥獣の救護を行うことにより、絶滅危惧種等を含む鳥獣の野生復帰を図り、種

の保全や、環境のモニタリングに資することができる。

○しかし、救護期間や経費に限界があり、救護対象鳥獣や治療期間の限定や野生鳥

獣への接し方に関する考え方の普及啓発に努める必要がある。

○愛鳥活動をとおして、子供たちの自然環境保全意識の普及と愛鳥思想の高揚を図

るとともに、コンクール開催を広く世間に広報し、県民の野生鳥類に対する保護思想

の普及を図る。

○このため、愛鳥モデル校の指定は重要であり、今後も指定校増への取組を継続す

る。

実績
　　　・愛鳥週間ポスターコンクールの実施２４７点（小学生の部１４７点、中学生の部３４点、
高校生の部６６点）、うち１点は、平成２７年度愛鳥週間用ポスター原画コンクール（（財）日本



鳥類保護連盟主催）に入賞
・野生動物のすみかコンクール（旧巣箱コンクール）の実施（応募３３９点（小学校１０３点、中
学校２３６点））
・愛鳥モデル校（小学校１２校、中学校２校）へ愛鳥活動経費に対する支援を行った。
・傷病野生鳥獣１４３個体（鳥類１３０羽、獣類１３頭）の救護対策を行った。
・各種野生鳥獣の生息状況についての調査を行った。（鳥獣保護区内の状況、ガンカモ類の
渡来状況、県鳥オシドリの生息状況）

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 自然環境保全担当 電話0857-26-7872

参考URL　　　
鳥取県緑豊かな自然課のwebサイトより
「愛鳥週間ポスターコンクール」
http://www.pref.tottori.lg.jp/100994.htm

「愛鳥モデル校」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=97063

「野生鳥獣の救護」
http://www.pref.tottori.lg.jp/209479.htm
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06 内水面資源生態調査

施策
　１ 事業の目的

　河川の重要魚種であるアユの資源状況を把握し、アユ資源回復プランの効果を検証

するとともに、不漁の原因究明および対策を検討する。

　
　２ 事業の内容

（１）遡上量調査
　県内の代表河川として天神川において天然遡上アユを計数する。
（２）付着藻類減少原因調査
　付着藻類の減少原因を検討する。

　３ 事業の現状及び課題

＜現状＞

 アユについては、「資源回復プラン」に基づき施策等が実施されているが不漁が継続

している。

＜課題＞

 不漁原因の一因として付着藻類の減少が考えられるが、その原因は特定できていな

いため、引き続き調査を行い解明していく必要がある。

実績
　　　平成26年度は天然アユの遡上数は大きく減少した。
ただし、流下仔魚数は暫定値ではあるもののH25年に比べやや減少した程度であった。

　　　　　　図　日野川の天然アユ遡上数

　　　図　日野川のアユ流下仔魚数



例年に比べ5～6月の付着藻類の減少量は少なくなかったが、7月に減少が見られた。

図　日野川における付着藻類の現存量

連絡先
　　　栽培漁業センター養殖･漁場環境室　電話０８５８－３４－３３２１

参考URL　　　
鳥取県栽培漁業センターのwebサイトより
「栽培漁業センター」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=154053
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07 日野川最上流魚道設置事業

施策
　１ 事業の目的

「天然アユがのぼる１００名川」にも指定されている日野川の自然環境を守るため、アユの遡上
を阻害している堰堤（えんてい）に魚道を設置する。

　
　２ 事業の内容

日野川に設置されている堰堤のうち、アユの遡上を阻害している宮内砂防堰堤（日南町宮内地
内）に魚道を設置する工事を行う。

　３ 事業の現状及び課題

以前はこの堰堤に魚道が設置してあったが、大水により流失してしまい、アユやオオサンショウ
ウオが遡上できなくなっていた。

実績
　　　平成２６年度に魚道を整備した。
整備にあたっては、専門家にもご意見をいただき、遡上しやすい水の流れになるように、魚道内に石を
配置した。

　

　　

連絡先
　　　鳥取県西部総合事務所日野振興センター日野県土整備局　建設総務課計画調査室　電話
0859-72-2059



参考URL　　　
http://www.pref.tottori.lg.jp/hinocenter-kendo/
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08 大山オオタカの森保全事業

施策
　１ 事業の目的

　鳥取県立大山オオタカの森の保全に関する条例に基づき、県民との協働により豊か
な自然環境を貴重な財産として将来に継承することを目的として、森林整備を実施して
オオタカの営巣に適する環境を作る。

　
　２ 事業の内容

（１）営巣環境整備事業
　ア　老齢アカマツ林の更新伐採（天然下種更新）
　イ　マツクイムシ被害拡大防止のため森内の被害木を駆除
　ウ　周辺道路や観察路への危険木の除去

（２）下草刈り等管理業務
　ア　観察路等の草刈
　イ　標識・看板等の点検清掃

（３）オオタカの森保護員の会及び連絡調整会の実施
　ア　保護委員の会　巡視、啓発活動、生息調査等を実施
　イ　連絡調整会　オオタカの森保護員や地元関係者等で当該森の管理や運営方法
等を協議

　３ 事業の現状及び課題

　平成１３年に県が土地を取得後、条例の設置、観察路等の整備を行い、平成１８年
から計画的にオオタカの営巣環境に適した森林整備を継続実施している。
　希少な野生生物の生息に配慮した森林管理（整備と調査）を実施している事例は
全国にも少なく先進的。今後の計画的循環管理に期待される。

実績
　　　○平成２６年度から老齢赤松の更新伐採を計画的に実施することとした。
　平成２６年度は約１．５ヘクタール、３８１リッポウメートルの老齢アカマツ林の更新伐採を実
施した。
　伐採木は資源の有効利用を図るため木材市場へ搬出売却及びチップ工場へ搬出した。
○松くい虫被害木の伐採を継続実施
　平成２６年度からこれまでの林内燻蒸処理からチップ工場への持出を実施して有効利用を
図っている。（１２４立方メートル、６６．７トン）

連絡先
　　　西部総合事務所 生活環境局 生活安全課
動物・自然公園担当 電話0859-31-9320

参考URL　　　
鳥取県西部総合事務所生活環境局のwebサイトより

http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=6128
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09 外来種防除事業

施策
　１ 事業の目的

　外来生物法などに基づき、鳥取県外来種検討委員会で、外来種への生息・生育、被

害の現状及び防除方法等を検討し明らかにするとともに、効果的な防除方法の開発・

実証、県民との協同により防除の推進を図る。

　
　２ 事業の内容

（１）検討委員会による外来種の防除に係る検討

　生息・生育状況等の把握、防除方法の検討を行うため、学識経験者等による検

討委員会を設置する。

（２）外来生物捕獲技術講習会

　狩猟者の養成講習や捕獲を行うための講習に併せて、外来生物防除の講習会

を併せて実施する。

　３ 事業の現状及び課題

（１）外来種による在来種の捕食（ブラックバス等）、生態系の破壊、農林水産業、人の

生命等への影響が深刻化しつつある。

（２）本県では、平成１８外来生物実態調査の結果から、特定外来生物５種（ヌートリ

ア、アライグマ、ブラックバス、ブルーギル、オオキンケイギク）について重点的対

策に取り組むこととした。

（３）農林水産業被害の防止に向けて、農林水産部と連携したヌートリア、アライグマの

防除推進　　※防除実施計画に基づく取組

（４）ため池における外来魚防除の試行的実施

※池干しや電気ショッカーによるブッラクバスの駆除実験を本年度も継続実施す

る。

（５）自然保護ボランティアとの連携

オオキンケイギクの駆除の啓発パンフレットの作成配布や、道端や河川区域に生

息する個体の刈取り駆除作業を自然保護ボランティアとの協働で実施している。

実績
　　　・防除実施計画策定に基づき、狩猟免許を持たない駆除従事者によるヌートリア、アライ
グマの捕獲を促進（ヌートリア１，２６８頭、アライグマ２１頭）
・道路管理者、自然保護ボランティアとの協働による、特定外来生物（オオキンケイギク、オオ
ハンゴンソウ）の刈り払い作業の取組（平成２４年５月３１日　鳥取市国道29号線沿線ほか３
地域）

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 自然環境保全担当 電話0857-26-7872



参考URL　　　
　鳥取県緑豊かな自然課のwebサイトより
　「野生動植物」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=95703
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10 希少野生動植物保護対策事業

施策
　１ 事業の目的

　鳥取県希少野生動植物の保護に関する条例に基づき、希少野生動植物の保護管理

及び自然生態系の保全・再生を県民との協働により実施する。

　
　２ 事業の内容

（１）希少野生動植物の情報の活用等を検討

平成２１～２４年にかけて行ったレッドデータブック改訂作業でとりまとめられた「新

レッドリスト」の分布情報等の活用等の意見交換会を開催。

（２）特定希少野生動植物４１種について各保護管理計画に基づき、保護管理事業を

実施する。

区分 内容 備考

保護型（２８種） モニタリン

グ調査

人による積極的な管理を必要としないが、生育（繁殖）

状況の把握のためモニタリング調査が必要な種。（スギ

ラン、タキミシダ、エゾカワラナデシコ等）

 管理型（１３種） 保護管理団

体による保

護管理事業

生育地周辺の草刈など、人による積極的な管理が必要

な種。（コアジサシ、オオエゾデンダ、オキナグサ等）

（３）生物多様性ＧＩＳシステムの更新、システム保守管理

・サーバ更新（環境構築、データ移行）

・システム（ハードウェア保守、簡易解析、データ追加等）

（４）生物多様性地域戦略策定に向けた情報収集

・関係者との意見交換会、勉強会の開催。

・住民等アンケート、保全事例調査等

　３ 事業の現状及び課題

　特定希少野生動植物の保護や保全に資するため、生息状況のモニタリングや生息

地の管理（草刈等）を実施する保護団体の掘り起こしを行った結果、県民による自主的

な保護・保全活動に一定の広がりが見えてきた。

　現在、これらの取組が功を奏し、県の認定を受けた保護管理事業が１３事業となり、

うち８事業に対して県補助金による支援を継続しているところである。

　しかしながら、認定団体数は伸び悩んでおり、平成２３年のＲＤＢ（レッドデータブック）

改訂等を切っ掛けに自然環境保全の気運の醸成を図りつつ、新たな希少野生動植物

の保護管理事業計画の認定、保護団体の掘り起こしに努める必要がある。



　今後は、地域固有の現状や課題を踏まえて、関係者との意見交換、地域の実情を踏

まえて生物多様性地域戦略策定に向けた検討をすすめる。

実績
　　　・鳥取県希少野生動植物保護管理事業補助金（８団体）を交付し、保護管理事業を実施
した。
・希少野生動植物モニタリング（生育・繁殖状況）調査を鳥取大学に委託して実施した。
・生物多様性ＧＩＳのサーバの更新・保守を実施した。

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 自然環境保全担当 電話0857-26-7872

参考URL　　　
鳥取県緑豊かな自然課のwebサイトより
「希少野生動植物の保護」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=95767
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11 集落型里山林整備事業

施策
　１ 事業の目的

放置され荒廃した里山の公益的機能や景観を向上させるため、集落等が主体となって
取組を行い、里山林の環境整備を図る。

　
　２ 事業の内容

（１）鎮守の森等整備事業（修景林整備事業）
　　・景観向上のための花木、果樹、紅葉する木の植栽、広葉樹林内の整備等）
（２）集落周辺整備事業
　　・簡易施設（展望台、木製ベンチ、木製標識の設置等）
　　・作業道の整備（散策路、歩道等）
（３）鳥獣防止緩衝帯整備事業
　　・森林内における刈り払い、除伐等
（４）里山復活対策事業
　　・防竹帯の整備
　　・里山資源活用推進(竹等の利活用に必要な薪割機、炭窯等の整備）
　　・ナラ枯れ対策（粘着バンド設置）

　３ 事業の現状及び課題

中山間地域の過疎化・高齢化などにより耕作放棄地や手入れがなされない森林が
増加し、地域の人々の生活や生産活動によって育まれてきた自然環境や里山環境が
失われつつあるため、以下の問題が発生している。

ア　植物の生息・生育環境の質の低下：里地里山の環境に依存する動植物種の衰退・
喪失
イ　人と野生鳥獣の軋轢の深刻化：クマの大量出没、イノシシやニホンジカによる鳥獣
被害の発生
ウ　景観や国土保全機能の低下：耕作放棄、ナラ枯れ、竹林拡大による生物多様性や
公益的機能の低下
エ　管理の担い手の活力低下：人口の減少や高齢化による管理者の不足

  このため、集落周辺森林の継続的維持管理や里山林の再生などの地域特有の生物
多様性を保全する取組を進め、地域における自然環境意識の醸成等を図る必要があ
る。

実績
　　　　平成25年度途中に国が創設した類似の交付金（森林・山村多面的機能発揮対策交付金）が活
用されたことから、平成26年度における当事業の活用実績はなし。

連絡先
　　　農林水産部 森林づくり推進課 電話0857-26-7304

参考URL　　　
鳥取県森林・林業振興局のwebサイトより
「集落型里山林整備事業」
http://www.pref.tottori.lg.jp/171860.htm

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-2 生物多様性・健全な自然生態系の保全

12 里山資本主義鳥取モデルプロジェクト

施策
　１ 事業の目的

「とっとり里山資本主義フォーラム」の開催を通じて、県内の魅力を新たな観

点で捉えなおし、地域の資源を活かし、地域を豊かにする取組を進める。

　
　２ 事業の内容

（１）里山資本主義について

　○「里山資本主義」とは、身近に眠る資源を活かし、お金もなるべく地域で

まわして地域を豊かにしようとする取組。藻谷浩介氏、ＮＫＫ広島取材班共著

の「里山資本主義－日本経済は「安心の原理」で動く」では、中国地方を中心

とした各地の里山資本主義の取組を紹介。

（例）岡山県真庭市での木質バイオマスの熱電利用の取組／島根県での耕作放
棄地を利用した酪農の取組／鳥取県八頭町でのホンモロコの養殖の取組／オー
ストリアでのＣＬＴ（直交集成板）の取組など

（２）「とっとり里山資本主義フォーラム（仮称）」の開催

　○県内外の里山資本主義のトップリーダーが一堂に会するフォーラムを開

催。

　○開催概要（案）

　　・里山資本主義についての基調講演

　　・事例発表

　　・講師、知事、実践者によるパネルディスカッションなど

　３ 事業の現状及び課題

・平成２６年度新規事業

実績
　　　とっとり里山資本主義フォーラムの開催

開催日時　平成２６年１１月１５日（土）１３：００～１６：３０
開催場所　日南町総合文化センター
主　　催　とっとり里山資本主義フォーラム実行委員会
共　　催　鳥取県、日南町
フォーラム内容（概要）
　　　　　　　里山資本主義を知る（県内外の実践報告）
　　　　　　  地域資源の魅力を感じる（基調講演会）
　　　　　　　中国山地から里山の魅力を発信（トークセッション）

　平成２６年１１月１５日に開催したフォーラムでは、約500人の参加があり、著名人
による講演会の開催や地方創生担当大臣による激励の言葉、鳥取・岡山両県知事によ
るトークセッションなどにより、里山資本主義先進地鳥取の姿を県内外に発信するこ



の上ない機会となった。「里山資本主義」の考え方を県内外に発信し、地域において
「地域資源を使って、地域を豊かなにする取組み」の契機とする事業の目的は達成し
た。

連絡先
　　　農林水産部 森林・林業振興局林政企画課 林政企画担当 電話0857-26-7300

参考URL　　　

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

01 農地・水保全活動交付金事業（農地維持支払）

施策
　１ 事業の目的

農村の構造変化に対応した体制の充実・強化、保全管理構想の作成等を行うとともに、地域全
体で行う農地や農業用水等の地域資源の基礎的保全活動を支援する。

　
　２ 事業の内容

農業者等で構成される組織による地域資源（農地、水路、農道等）の維持・保全や多面的機能
を維持する活動に対して活動経費を助成

　３ 事業の現状及び課題

（１）これまで、農家が共同活動により行ってきた農地・農業用水等の資源の保全管理について
は、
　ア　 農家の減少や高齢化等の進展により、保全管理の体制が危機的な状況になりつつある。
　イ　加えて、産業施策として推進中の担い手の育成の進展のためには、人手のかかるこれら
資源の保全管理がネックとならないようにする必要がある。 
（２）地域農業を持続・発展させるためには、担い手だけでなく、地域住民全体の理解と協力を得
て、このような資源の保全管理の活動を永続させることが不可欠。
（３）平成２５年度までは、「農地・水保全管理支払交付金事業」として実施していたが、国の新た
な農業・農村施策の４つの改革の一つとして、多面的機能支払（農地維持支払、資源向上支払）
が創設。
（４）平成２６年度より始まる農地維持支払は、農業者のみで構成する組織による取組が可能と
なるなど要件等が緩和され取り組みやすい仕組みとなることから、地域資源の基礎的活動を行
う組織の拡大を図るとともに、規模拡大を行う担い手への負担軽減が必要。

【実施市町村】
　
　平成２５年度　 ３８８地区（鳥取市他）実施
　※農地・水保全管理支払交付金事業（共同活動活動支援）

実績
　　　平成２６年度実績
　○取組市町数：１７市町
　○取組組織：６１５組織
　○取組面積：１２，９８４ｈａ

連絡先
　　　農林水産部 農地・水保全課 企画・保全支援担当 電話0857-26-7334

参考URL　　　
鳥取県農地・水保全課のwebサイトより
　「農地・水保全管理支払交付金」

http://www.pref.tottori.lg.jp/41402.htm
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

02 ため池等整備事業

施策
　１ 事業の目的

老朽化の進んだ農業用ため池の改修整備を行い、継続して営農に使用できるようにす
るとともに大雨等による決壊等を未然に防ぎ、周辺地域の浸水被害を防止する。

　
　２ 事業の内容

ため池整備工事
　　災害発生のおそれがあるため池の整備
　　　ア　堤体の改修
　　　イ　洪水吐の改修
　　　ウ　取水施設の改修

　３ 事業の現状及び課題

取組状況
　　【平成２６年度】
　　　　県営８地区で実施予定（鳥取市、八頭町、倉吉市、北栄町）

実績
　　　取組実績
　　【平成26年度】
　　　　県営８地区で実施（鳥取市、八頭町、倉吉市、北栄町）

◯清水ため池の改修（倉吉市上神）



連絡先
　　　農林水産部農地・水保全課 水資源・防災担当 　電話0857-26-7323

参考URL　　　
鳥取県農地・水保全課のwebサイトより
　「ため池整備事業」 
http://www.pref.tottori.lg.jp/41394.htm

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

03 有機・特別栽培農産物等総合支援事業

施策
　１ 事業の目的

　有機・特別栽培農産物の生産を推進するため、「鳥取県有機・特別栽培農産物推進
計画」（平成１９年１２月策定）に基づき、栽培技術の体系化を図るとともに、研修会等
を開催し生産者の育成強化を図る。また、消費者に向けて生産者の取組や制度等を
積極的にＰＲ。
　平成２３年度に「鳥取県有機・特栽推進計画」を見直し、平成３０年度末の施策目標
を有機・特栽面積1,500haに設定。

　
　２ 事業の内容

（１）認定・認証業務
　・有機農産物の認定・特別栽培農産物の認証業務
（２）技術開発と普及
　・有機実証モデル展示ほの設置（４か所）
　・有機・特栽農業推進塾の開催（年３回）
　・地域研究会の開催（県内３地域）
　・有機・特栽生産技術支援事業
（３）消費者PR
　・直売・イベントでの展示ＰＲ
（４）販路開拓・情報発信
　・消費者交流・マッチング支援事業
（５）事業推進
　・有機・特栽推進協議会の開催

　３ 事業の現状及び課題

（１）現状
　・県内特別栽培農産物栽培面積：１，２８８ha（平成２５年度末現在）
　・県内有機農産物認定面積（県外認定含む）：４５ha（平成２５年度末現在）

（２）課題
　・小規模生産者が多く、自力での販路開拓が難しい
　・生産者間の繋がりができつつあるが、技術・販路等の情報を交換する機会が必要
　・消費者・生産者の有機・特栽制度自体の認知が不十分

実績
　　　・県内特別栽培農産物栽培面積：１，３０９ha（平成２６年度末現在）
・県内有機農産物認定面積（県外認定含む）：４７ha（平成２６年度末現在）

連絡先
　　　農林水産部 生産振興課 生産環境担当　電話0857-26-7415

参考URL　　　
 鳥取県生産振興課のwebサイトより
　　「有機農産物・特別栽培農産物に関すること、農薬の適正使用に関すること」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=63864

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

04 農業資材適正使用推進対策事業

施策
　１ 事業の目的

　肥料及び農薬の販売業者等に対する監視指導を行い、肥料の品質保全と適正な農薬の保管
管理を図るとともに、県民への適正な使用について普及啓発を実施する。

　
　２ 事業の内容

（１）農薬安全使用推進対策事業（農薬取締法に基づく事務等）
・農薬の適正使用の指導及び啓発
・農薬販売店の届出に係る事務
・農薬販売店への立入検査
・農薬適正使用推進研修の実施
　農薬の販売者及び使用者に対し、農薬に関する正しい知識や関係法令の内容を周知するた
めの研修会を開催

（２）肥料対策費（肥料取締法に基づく事務等）
・肥料販売業者、特殊肥料の生産業者の届出に係る事務
・普通肥料の登録に係る事務（有機質肥料等に限る）

　３ 事業の現状及び課題

・監視指導計画に基づき農薬販売店へ定期的な立入検査を実施
・農薬危害防止運動の実施（６月～９月）
・農薬適正使用推進研修会の開催を計画



実績
　　　平成２６年度実績
　　農薬販売店立入検査件数　１２０件

連絡先
　　　生活環境部くらしの安心局 くらしの安心推進課　くらしの安全担当 電話：0857-26-7185

参考URL　　　
鳥取県くらしの安心推進課のwebサイトより
　「農薬・肥料」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=43260

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

05 鳥取県農業農村整備事業の環境配慮に係る意見交換会

施策
　１ 事業の目的

　農業農村整備事業のうち農業生産基盤整備を行う土地改良事業について、平成１３
年の土地改良法改正により事業実施の原則として「環境との調和に配慮すること」が
位置付けられたため、自然との共生の持続性を確保するとともに、客観性と透明性を
確保した仕組みを設けることを目的とする。

　
　２ 事業の内容

　農業農村整備事業の実施に際し、学識経験者や農村居住者等で構成する第三者委
員会（常任委員６名、非常任委員数名）を組織し、意見を聴取するための委員会を開
催。
対象地区は、新規着手予定地区及び大幅な計画変更を予定している地区とし、意見
交換の結果は、ホームページ上で公開。

　３ 事業の現状及び課題

　平成２５年度の取組状況　県営　９地区、団体営　４地区

実績
　　　平成２６年度の取組状況　県営　１０地区、団体営　２地区

連絡先
　　　農林水産部 農地・水保全課 企画保全支援担当 電話0857-26-7334

参考URL　　　
鳥取県のwebサイトより
　「環境配慮に関する検討会」「鳥取県農業農村整備事業の環境配慮に係る意見交換
会 」
http://www.pref.tottori.lg.jp/41370.htm

　「鳥取県農業農村整備事業の環境配慮に係る意見交換会 」
http://db.pref.tottori.jp/shingikai.nsf/032e6d23fd4a6335492568cb00197631/6083dad8
9eb5173649257c3f0021b45e?OpenDocument

　「平成２５年度鳥取県農業農村整備事業の環境配慮に係る意見交換会会議録」
http://db.pref.tottori.jp/shingikai.nsf/78cc695451e8feef492568dc000ec730/4b707d56ded84a9d

49257c3f0022b88c?OpenDocument
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
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06 エコファーマーの推進

施策
　１ 事業の目的

　堆肥による土づくりと化学肥料・化学農薬の使用の削減を一体的に行う持続性の高
い農業生産方式の導入を促進する。

　
　２ 事業の内容

　エコファーマーとは「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に基
づき、堆肥等を使った土づくりと化学肥料・化学農薬の資料の低減を一体的に行う農
業者の愛称である。環境保全型農業に取り組む農業者を支援するため、持続性の高
い生産方式の計画（目標年：５年後）を立てた農業者を県が認定する。

　３ 事業の現状及び課題

　鳥取県内のエコファーマー累積認定件数（平成２５年度末現在）　４，３０９件

実績
　　　鳥取県内のエコファーマー累積認定件数（平成２６年度末現在）　４，３４９件

連絡先
　　　農林水産部 生産振興課　生産環境係 電話0857-26-7415

参考URL　　　

鳥取県生産振興課のwebサイトより
　「エコファーマー」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=42492
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  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

07 環境保全型農業直接支援対策

施策
　１ 事業の目的

　地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む農業者等に対し、直接
的な支援を行う「環境保全型農業直接支援対策」を実施している。

　
　２ 事業の内容

（１）支援対象者
　　　 エコファーマー認定を受けていること及び農業環境規範に基づく点検を行っていることの要
件を満たす、販売を目的として生産を行う農業者（法人を含む）、共同販売経理を行う集落営
農、農業者グループ。

（２）支援対象取組及び支援水準
　　　 化学肥料・農薬を５割以上低減した栽培を実施した上で、地球温暖化防止や生物多様性
保全等に効果の高い以下の取組。

支　援　対　象　取　組 支　援　水　準

 (1)カバークロップの作付 8,000円/10ａ

 (2)リビングマルチ又は草生栽培の実施 8,000円/10a

 (3)冬期湛水管理 8,000円/10a

 (4)有機農業の取組 8,000円/10a
※但し、そば等雑穀、飼料作物は3,000円/10a

 (5)堆肥の施用 4,400円/10a

 
（３）事業実施期間
　　   平成２３年度～

　３ 事業の現状及び課題

　環境保全型農業については、新たな食料・農業・農村基本計画に基づき、地球温暖化防止や
生物多様性保全に効果の高い営農活動の普及拡大を図っていくことが必要です。そのために
は、意欲ある農業者がより環境保全に効果の高い営農活動に取り組む場合に、環境保全型農
業の取組に対して幅広く支援を行っていくことが必要です。

実績
　　　平成２６年度実績
　　　○実施市町村数：１５市町
　　　○実施件数：１００件
　　　○実施面積：２７０ｈａ

連絡先
　　　農林水産部 農地・水保全課 企画・保全支援担当 電話0857-26-7334

参考URL　　　

鳥取県農地・水保全課のwebサイトより



　「日本型直接支払制度」
http://www.pref.tottori.lg.jp/64412.htm

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

08 農地を守る直接支払事業

施策
　１ 事業の目的

　中山間地域における農業生産の維持を図りながら、多面的機能を確保するために平
成１２年度から全国で中山間地域等直接支払制度（県事業名：農地を守る直接支払事
業）が実施されている。

　
　２ 事業の内容

　中山間地域等において、農業の生産条件に関する不利を補正するための支援を行
うことにより、農業生産活動や多面的機能の確保を図る。 

【対象地域】
（１）特定農山村法、山村振興法、過疎法に指定されている地域（３法指定地域） 
（２）（１）以外で知事が指定した地域
　ア　農林統計上の中間農業地域及び山間農業地域
　イ　３法指定地域に地理的に接する地域
　ウ　農林業従事者割合、人口集中地区からの距離、人口減少率等が一定の要件を
満たす地域

【対象行為】
　対象地域内の農業生産条件の悪い農地について、耕作放棄の防止等を内容とする
集落協定又は認定農業者等が耕作放棄される農地を引き受ける場合の個別協定に
基づき、５年以上継続される農業生産活動等

【実施市町村】
　１７市町（対象地域のない境港市及び日吉津村を除く県内全市町）において実施中

　３ 事業の現状及び課題

　中山間地域の農業・農村地域が有する水源かん養機能、洪水防止機能等の多面的
機能により、下流地域の都市住民を含む多くの国民の財産や豊かな暮らしが守られて
いる。
　一方、中山間地域では高齢化の進展の中で、平地に比べ自然的・経済的・社会的条
件が不利な地域であることから、担い手の減少、耕作放棄地の増加等により、多面的
機能が低下し、結果的に国民全体にとって大きな損失が生じることが懸念されている。

実績
　　　平成２６年度実績
　　　○実施市町村数：１７市町
　　　○協定締結数：６９０協定
　　　○交付面積：８，１００ｈａ

連絡先
　　　農林水産部 農地・水保全課 企画・保全支援担当 電話0857-26-7334

参考URL　　　

鳥取県農地・水保全課のwebサイトより
　「中山間地域等直接支払制度」
http://www.pref.tottori.lg.jp/64412.htm



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

09 とっとり環境の森づくり事業

施策
　１ 事業の目的

　県民全体が恩恵を受け、県民共通の財産である森林の公益的機能（水資源のかん
養、県土の保全等）を持続的に発揮させるため、広く薄く偏りのない森林環境保全税に
よる県民の負担により森林の保全を行うとともに、森林を県民みんなで守り育てる意識
の醸成を図る。

　
　２ 事業の内容

（１）とっとり環境の森緊急整備事業
　　手入れがされず放置された奥地の水源林などを対象に、間伐や荒廃地の条件整
備を行ない森林の機能回復を図る。 
（２）とっとり県民参加の森づくり推進事業
　　集落、団体等が県内の貴重な森林を３年間以上継続して保全・整備する活動やボ
ランティア、ＮＰＯ団体等が実施する森づくりへの参加を促す森林体験企画等を支援 
（３）森林の保全・整備
　ア　森林の間伐を支援（造林事業を活用し上乗せ補助を実施。保安林の場合：上乗
せ補助率12％（所有者負担を2割に軽減）、普通林の場合：上乗せ補助率7％（所有者
負担を2.5割に軽減））
　イ　作業道の整備を支援（造林事業等を活用し上乗せ補助を実施。所有者負担を
2割に軽減） 
（４）竹林対策
　竹林の拡大防止及び適正管理を支援。
　　・竹林の伐採・植林、森林への侵入竹の駆逐を支援（所有者負担を2割に軽減）
　　・放置竹林の循環利用型皆伐、抜き伐り、搬出、竹林整備のための管理道及びア
クセス道開設を支援
（５）森林景観対策
　景観向上のための枯損木の伐採等を支援
（６）再造林による森林再生
　モザイク林造成のための再造林を支援（造林事業等を活用し上乗せ補助を実施。上
乗せ補助率12％（所有者負担を2割に軽減）） 
（７）制度の普及啓発
　税の仕組み、使途事業などの県民周知（各種広報）

　３ 事業の現状及び課題

　事業の周知が進み、税収を超える実施要望があるものもあり、優先順位を付けて実
施している一方で、一般への認知度はまだまだ低いとの声があることから、使途事業
等について媒体を工夫しながら更なる周知を図る。

実績
　　　１　とっとり環境の森緊急整備事業　　４ｈａ
２　とっとり県民参加の森づくり推進事業　　２０企画
３　森林の保全・整備
　　（ア）間伐　　１，１６６ｈａ
　　（イ）作業道　　７８，９６９m
４　竹林対策
　　（ア）林種転換等　　５ｈａ
　　（イ）竹林の抜き伐り・循環利用型皆伐等　　１９ｈａ
５　森林景観対策　　３１ｈａ
６　再造林による森林再生　　実績なし
７　制度の普及啓発　　森林環境フォーラム・植樹イベントの開催、新聞広告の掲載など



連絡先
　　　農林水産部 森林づくり推進課　電話0857-26-7304

参考URL　　　
鳥取県森林・林業振興局のwebサイトより
　「森林環境保全税」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=100906

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

10 とっとり共生の森支援事業

施策
　１ 事業の目的

　企業等による環境保全活動に、県内の森林を活用していただくため、県と地元市町村が連携・
協力し、森林所有者と企業等との架け橋となり、地元との調整や企業等の行う森林保全活動の
支援を行う。
《 期待される効果 》
（１）森林の保全・整備の促進
（２）企業等との交流による地域の活性化と県民の森林に対する理解の促進
（３）それぞれの企業等にとっての目的の達成（水資源の確保、二酸化炭素の削減、職員研修

　
　２ 事業の内容

（１）制度、実績等を企業や県民に広く情報発信
　・ホームページ、パンフレット、展示パネルなどによるＰＲ
（２）企業等の参画促進と森林保全活動への支援
　・企業へのＰＲ活動
　・保全活動の計画、実施に対する支援
（３）県民参画型の活動の推進（とっとり共生の森サポーターとのマッチング）
（４）参画企業等による意見交換会の開催

　３ 事業の現状及び課題

　県内外の企業・団体１７社が参画し、１９箇所の森林において保全活動を実施中。
　 しかし、景気を巡る環境が未だ不透明な中、「とっとり共生の森」のようなCSR活動に伴う支出
や活動内容の検討に対する企業側の負担感は一段と増している。
　平成２５年５月２６日に鳥取県で開催された「第64回全国植樹祭」を契機に展開しているとっと
りグリーンウェイブの取り組みとして、「とっとり共生の森」の活動への県民参画をさらに推進する
必要がある。

実績
　　　　企業や団体等が行う森林保全に向けた環境貢献活動を支援するとともに、これらの取り組みの
積極的なＰＲを行った。
○活動回数　　22回
○参加者　　延べ1,579名

　新規参画企業との協定締結には至らなかったが、平成26年度で協定期間を終了する１社と新たな協
定を締結した。
○損害保険ジャパン日本興亜株式会社及び損保ジャパン日本興亜ちきゅう倶楽部
　　（平成26年10月17日協定締結）

　 　



連絡先
　　　農林水産部 森林づくり推進課　電話0857-26-7335

参考URL　　　
鳥取県森林・林業振興局のwebサイトより
  「とっとり共生の森」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=100905

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

11 倉吉農業高等学校演習林活用検討事業

施策
　１ 事業の目的

倉吉農業高等学校の演習林を整備・活用することにより、全国植樹祭等で培ってきた本県のグ
リーンウェイブの取組の一環として森林の保全や林業の振興、環境教育などについて県民とと
もに考えるきっかけづくりにつなげる。

　
　２ 事業の内容

（１）演習林（約１１０ｈａ）について、計画的に間伐等の整備を行う。
（２）学校教育活動のみならず、広く「県民の森」としての今後の活用を行う。

　３ 事業の現状及び課題

大正５年の演習林設定以来、長年、生徒の林業実習の場としての役割を果たしてきたが、林業
を学ぶ生徒が減っていく中で利用の機会も少なくなり、間伐など十分な管理が出来ていない。

実績
　　　平成27年から本格な間伐作業に着手。
平成26年度の倉吉農業高等学校演習林活用策検討会報告を受け、平成27年度から演習林の活用す
る新事業を開始。

連絡先
　　　鳥取県教育委員会事務局 高等学校課 指導担当 電話0857-26-7516

参考URL　　　

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

12 木造住宅生産者団体活動支援事業

施策
　１ 事業の目的

　木造住宅への県産材利用促進や伝統技術の普及・継承に取組む民間団体を支援し、もって
地場産業を振興するとともに、県産材の需要拡大を通じて森林環境の保全に資する。

　
　２ 事業の内容

　木造住宅生産者団体が県民を対象に実施する、県産材を利用した木造住宅の普及等を目的
とした取組みを支援する。　  
　補助率：２分の１（国：１００分の５０、県：１００分の５０）

　３ 事業の現状及び課題

複数の地元工務店が連携して、イベントの企画、運営を行うことにより団体としての結束力の向
上や地元建築業界の育成に繋がった。
今後イベントの来訪者の拡大を図るために、より来場者を引きつけるイベントの企画を検討する
ことが必要。

実績
　　　木造住宅への県産材利用促進や伝統技術の普及・継承に取組む民間団体が行う下記イベントに
ついて支援を実施した。

○一般社団法人鳥取県木造住宅推進協議会
　木の住まいフェア
　県産材を使用した住宅の事例（写真）・模型等の展示、無料住宅相談会、伝統技術の体験型イベント
等を実施。
＜開催概要＞
　・開催日、会場／東部地区：10月18,19日 鳥取産業体育館
　　　　　　　　　　　 中部地区：10月26日 倉吉駅前
　　　　　　　　　　　 西部地区：9月27日 米子産業体育館
　・来場者数／約3,830名

○「住まい・職人の技ｉｎくらよし」実行委員会
　「住まい・職人の技ｉｎくらよし」
　倉吉市旧牧田家の周辺において、木造住宅の良さや伝統技術の普及啓発を目的としたイベントを実
施。
＜開催概要＞
　・開催日、会場／11月15,16日 倉吉淀屋（旧牧田家住宅）
　・来場者数／363名

連絡先
　　　生活環境部くらしの安心局住まいまちづくり課 企画担当 電話0857-26-7398

参考URL　　　
鳥取県住まいまちづくり課のwebサイトより
　「木造住宅生産者団体活動支援事業」 
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=17685

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

13 県産材住宅等普及促進事業

施策
　１ 事業の目的

県産材の需要拡大を図るため、県内工務店等が連携しながら県産材を活用した住宅等のＰＲ活
動などに要する経費を助成する。

　
　２ 事業の内容

県産材を使った家づくりのキャンペーン実施（ＰＲに必要な資材の作成、ホームページやＳＭＳを
活用した情報発信、県産材家具等の販売体制の構築）などを支援する。

　３ 事業の現状及び課題

県産材の需要拡大のためには、県産材を活用した家づくりのメリットや意義について普及活動を
行い、広く消費者に理解してもらうことが必要である。

実績
　　　ホームページ作成や、施工中の県産材住宅のＰＲの取組等を支援し、広く県民に対して県産材住
宅等の普及啓発を行い、県産材の需要拡大を図った。

連絡先
　　　農林水産部森林・林業振興局県産材・林産振興課　電話：０８５７－２６－７254

参考URL　　　

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

14 鳥取県緑の産業プロジェクト事業

施策
　１ 事業の目的

鳥取県緑の産業再生プロジェクト協議会が策定した計画に基づき実施する路網整備、県産材加
工施設整備、木質バイオマス利用施設整備、木造公共施設等整備等の取組を支援し、本県の
木材利用の拡大と林業・木材産業の活性化を図る。（事業期間：平成21～26年度）

　
　２ 事業の内容

路網や木材加工施設、木造公共施設の整備など、川上から川下に至る総合的な取組を支援す
る。

　３ 事業の現状及び課題

○平成２１年度補正で創設され、その後平成２３、２４、２５年度補正により追加された森林整備
加速化・林業再生事業費補助金を原資に鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業により、川上か
ら川下まで森林・林業・木材産業の振興対策の支援を行っている。
○平成２３年度補正で予算化された復興木材安定供給等対策分については、直接的に東日本
大震災の復興に資するもの以外は返還するよう国から要請があり、本県においても１，５９２，０
００千円を平成２６年３月に返還した。

実績
　　　○国の経済対策補正予算を活用して効果的な事業を実施するため、事業実施主体で構成される
「鳥取県緑の産業再生プロジェクト協議会」と連携し、事業を実施した。
○路網整備や高性能林業機械の導入が進み、間伐材の搬出量は本事業の実施前と比較して約2.6倍
（H20実績：73千立方メートル⇒H26実績：192千立方メートル）に増加した。さらに、木材加工流通施設
や木造公共施設等を支援した結果、林業及び木材産業の活性化が進んでいる。

連絡先
　　　農林水産部森林・林業振興局県産材・林産振興課　電話：０８５７－２６－７３０７

参考URL　　　

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

15 木造公共施設等整備事業

施策
　１ 事業の目的

県産材の需要拡大を目的として、市町村が県産材を利用して建築する木造公共施設の整備に
要する経費に対して助成する。

　
　２ 事業の内容

木造公共施設の整備を支援する。

　３ 事業の現状及び課題

・国の補助事業を活用して、５年間で62棟の公共施設の木造化、内装木質化が図られた。
・これに伴い、県産材が約7,000立方メートル使用され（戸建て住宅に換算して281戸に相当）、県
産材の需要拡大、森林の整備及び緑の産業（林業、木材産業及び建築業等）の活性化に貢献
した。

実績
　　　ＪＲ郡家駅コニュニティ施設を整備した。

連絡先
　　　農林水産部森林・林業振興局県産材・林産振興課　電話：０８５７－２６－７254

参考URL　　　

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

16 とっとり木と森の学校実践事業

施策
　１ 事業の目的

木の良さや、木を使って森を育てる意義を学ぶ「木育」に取り組む。

　
　２ 事業の内容

（１）木育キャラバン

　○木のおもちゃで遊ぶイベント「木育キャラバンinとっとり」の開催。

　○併せて、講演会や県内の木育関係者を集めた「木育円卓会議」を開催。

（２）木育グリーンツアー

　○木の伐採現場や製材所等を見学する「木育グリーンツアー」を開催し、子

どもだけでなく、大人にも「木を使うことが森を育てる」ととを体感してもら

う。

（３）とっとり赤ちゃん木と森の広場（木育広場）の製作

　○木に親しむ機会が少ない未就学児向けに木育スペース「赤ちゃん木と森の

広場（木育広場）」を製作

　○建築・デザイン学科を有す県内の学校にモデル試作を委託

　○各校の試作品から審査会で１点を選考し、県産材により製品化。製品化し

た木育広場は、ＮＰＯ等に管理運営委託（審査会で選定）し、公共施設への設

置や各種子育てイベント等に貸出しを行う。

　３ 事業の現状及び課題

・平成２６年度新規事業

・県内各地で木工教室等が開催され、木に触れる機会が設けられているが、未

就学児を対象とした木に触れるイベント等は少ない状況。

・「木育」においては、はじめに木に触れて木の良さを感じるステップが重要

とされており、未就学児を対象とした木育活動の実施が必要。

実績
　　　（１）木育キャラバンの開催
　・日時：8月1日（金）～2日（土）午前９時～午後５時（２日は午後３時まで）
　・場所：とりぎん文化会館（鳥取市）
　・内容：講演会、木育関係者による円卓会議、食育コーナー等
　・来場者：1,700人

（２）木育グリーンツアーの開催
　・日時：１１月９日（日）午前９時～午後５時
　・場所：八頭町及び若桜町
　・内容：伐採現場、製材所、木造住宅を見学し、木が伐採されてから生活に使われるまでを学習。
　・参加者：25人



（３）とっとり赤ちゃん木と森の広場（木育広場）の製作
　　県産材の床・壁・トンネル・滑り台・ままごとセット等で構成され、未就学児が遊びながら木の良さを感
じるスペース（横5.4m×奥行3.6m×高さ1.7m）を２基製作した。
　　製作した木育広場は、平成27年度から貸出しを行っており、県内の保育所、幼稚園から多数の貸出
希望があり、木育の普及、PRにつながっている。

連絡先
　　　農林水産部 森林・林業振興局林政企画課 林政企画担当 電話0857-26-7300

参考URL　　　
鳥取県林政企画課webサイト（木育キャラバン）
　http://www.pref.tottori.lg.jp/237778.htm
鳥取県林政企画課webサイト（木育広場）

　http://www.pref.tottori.lg.jp/227870.htm
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

17 森林J-クレジット推進事業

施策
　１ 事業の目的

県内の森林を活用したカーボン・オフセットを推進し、企業等からの資金を活用した森
林整備を進めるため、県内のオフセット・クレジット（Ｊ－ＶＥＲ、Ｊ－クレジット※）を活用
した取り組みを推進する。
※平成２５年度より開始したＪ－ＶＥＲと国内クレジットが統合された新制度。

　
　２ 事業の内容

（１）県有林Ｊ－クレジットモデル事業
　県有林でモデル的に取り組んできたＪ－ＶＥＲプロジェクトについて、Ｊ－クレジット制
度においても認証を引き続き取得し、企業等に販売する。
　モデル事業を県内外にＰＲすることで、Ｊ－クレジットを普及する。
　　○「県有林Ｊ－ＶＥＲプロジェクト」の期間：平成２５年度～２９年度

（２）森林Ｊ－クレジット取得支援事業
　県内の森林Ｊ－クレジットの取得、販売を推進するため、Ｊ－クレジットの取得に係る
経費を助成する。
　　○対象：民間事業者、ＮＰＯ等（市町村、造林公社は除く）
　　○補助対象：Ｊ－クレジットの認証取得に係る費用
　　　　　　　　（妥当性確認費用、モニタリング費用、検証費用、申請委託費用）
　　○補助率：２分の１

（３）Ｊ－クレジットとっとりの森を守る優良企業等の認定
　県内の森林Ｊ－ＶＥＲ、Ｊ－クレジット（県有林以外）を購入し、カーボン・オフセットに
取り組む企業、団体を認定する。

　３ 事業の現状及び課題

（１）県有林Ｊ－クレジットモデル事業
　○取得したＪ－クレジットを、Ｊ－クレジット地域コーディネーター等と連携し販売して
いる。
　　　　発行量　１，９２３トン
　　　　販売量　１，００４トン（５２％）（１４社４団体、１５，４２６千円）
　　　　残数　　　 　９１９トン

（２）森林Ｊ－クレジット取得支援事業
　○県内で９者の森林所有者等がＪ－クレジットを取得している。
　　
　　　　発行量　２７，３４９トン
　　　　販売量　３，２５７トン（１１％）
　　　　残量　　 ２４，０９２トン

　（課題）Ｊ－クレジット制度とともにカーボン・オフセットの普及を図り、販売を推進す
る。

実績
　　　（１）県有林Ｊ－クレジットモデル事業
　　○板井原県有林で認証取得したＪ－クレジットを企業等に販売した。
　　　　　H26認証取得量（バッファー分除く）　　４３７トン（累計２，３０３トン）
　　　　　H26販売実績　　　３社　１２３トン（累計１７社４団体　１，１２７トン） 



（２）森林Ｊ－クレジット取得支援事業
　　○H26活用実績なし

（３）Ｊ－クレジットとっとりの森を守る優良企業等の認定
　　○新たに３企業を認定（累計９者）

連絡先
　　　農林水産部 森林・林業振興局　 電話0857-26-7304

参考URL　　　
鳥取県森林・林業振興局のwebサイトより
   「カーボン・オフセットの推進」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=123597

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

18 木質バイオマス資源としての林地残材の搬出利用に関する実証事業

施策
　１ 事業の目的

  近年、地球温暖化ガス排出量削減などからバイオマスエネルギーが注目され
ている。
  若桜町において、木質バイオマス総合利用計画において「木質バイオマス加
工ステーション」を整備し林地残材を町民や町内の施設等にチップボイラー・薪
ストーブ等の燃料として供給することを計画されている。
  林地残材を有効的に利用するには、その搬出・運搬コスト等の把握により、効
率的な集積運搬方法の検証が必要であり、若桜町内でのモデル的実証試験に
より、県内の中山間地域における林地残材の活用促進を図る。

　
　２ 事業の内容

ア 伐り捨て間伐材の搬出に係る行程調査
  伐り捨て間伐を行った若桜町有林において、林地残材を搬出/集積/運搬する
作業の行程調査を行う。
（使用機材）チェンソー、小型ウインチ 、トラック スイングヤーダー チッパー

イ 効率的な搬出方法等の実証調査
  残材利用を考慮した伐採、集積方法、造材作業の過程で発生した未利用材の
集積運搬について調査を行う。小規模な搬出システム（人力＋小型ウインチ)と
大規模な搬出システム（スイングヤーダー＋チッパー）による搬出工程を調査す
る。集積しチップ処理を行った場合とそのまま運搬した場合の工程、コスト比較
を行う。

ウ 効率調査
  搬出に必要なエネルギーと集積されたバイオマス資源のエネルギー量の収支
調査を行う。

エ 影響調査
  林地残材搬出による影響を調査する。

　３ 事業の現状及び課題



 切り捨て間伐により林内に残された材

 林内に残置された材の有効利用が必要

実績
　　　薪の生産コストの算出

コスト算出の元となる時間当たりの作業量とコスト試算  結果は次のとおり。                                        
原木 スギ（L=40cm径10～20cm）                                                            
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
原木 玉切・集材   27本/h･人    147円/束              
薪割              62本/h･人     83円/束                       
結束              32束/h･人    106円/束                                                
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
                               336円/束

原木からチップへ加工すると体積は約2～3倍となった。この結果からコストを算出するとチップ1㎥当た
り500円、原木1㎥のチップ化に必要な経費は1,000～1,500円となった。                   

チッパーの作業効率                                (1時間当り)
樹種　原木体積(平方メートル)　チップ体積(平方メートル)　体積変化率　燃料消費量(リットル)
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
ヒノキ     12.8             38.9           3.0            36.7
スギ       18.0             31.5           1.8            28.8
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

燃料として使用するには含水率の調整が重要。

連絡先
　　　鳥取県林業試験場 森林管理研究室 電話0858-85-6221

参考URL　　　

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

19 治山事業

施策
　１ 事業の目的

（１）森林の維持造成を通じて山地に起因する災害から国民の生命・財産を保全する。
（２）水源のかん養、生活環境の保全・形成等を図る。

　
　２ 事業の内容

（１）荒廃森林等の復旧・整備等
（２）水源かん養機能や土砂流出防止機能等を維持強化するための森林の整備等
（３）異常な天然現象による施設及び新たに発生した荒廃森林等における復旧整備

　３ 事業の現状及び課題

　近年、林業経営の悪化により、森林の荒廃が進み、さらに、台風や集中豪雨等の異
常気象により山地災害が多発する傾向にあり、整備が追いついていない状況にある。
　「鳥取県の将来ビジョン」において「平成３０年度末の山地災害危険地区（３，３７４箇
所）整備率３８％」を掲げており、目標達成に向け、緊急度の高い箇所から順次、計画
的に整備を行っていく必要がある。

　その他
　　　４　事業の目標
　　　
山地災害危険地区整備目標（～平成26年度　1245箇所整備済み）

山地災害危険地区１０箇所整備平成２６年度

整備済数 1245箇所 整備率 ３６．８％

山地災害危険地区１０箇所整備平成２７年度

整備済数 1255箇所 整備率 ３７．１％

山地災害危険地区１０箇所整備平成２８年度

整備済数 1265箇所 整備率 ３７．４％

山地災害危険地区１０箇所整備平成２９年度

整備済数 1275箇所 整備率 ３７．７％



実績
　　　平成２６年度実績
山地災害危険地区数　１０箇所
整備済箇所数　１２４５箇所　整備率　３６．８％

連絡先
　　　県土整備部 治山砂防課 治山担当 電話0857-26-7695

参考URL　　　
鳥取県治山砂防課のwebサイトより
　「治山事業とは」 
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=66121

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-3 農地、森林等の持つ環境保全機能の回復

20 ハイブリッド無花粉スギの創出

施策
　１ 事業の目的

　これからのスギ造林品種として、材質強度に優れるもの、スギカミキリに強いもの、雪害に強い
もの等の有用形質を備えたものが求められる。これらの品種が花粉をつけない無花粉スギであ
れば利用価値は更に高まると考えられる。そこで、鳥取県内の有用形質を備えたスギ品種に無
花粉遺伝子を取り込んだハイブリッド無花粉スギを創出する。

　
　２ 事業の内容

（１）無花粉スギの探索：県内の山林から無花粉スギを見つける。
（２）無花粉スギの創出：有用形質を持った鳥取県産無花粉スギを作る。

　３ 事業の現状及び課題

現状
　（１）無花粉スギの探索、および（２）無花粉スギの創出のため、無花粉遺伝子をヘテロで保有
する石川県スギ精英樹珠洲2号と本県の有用形質を保有するスギ品種を人工交配しているとこ
ろである。
課題
枯死木の発生や球果の萎縮等のため、球果が採取できなかった品種がある。気象条件等によ
り交配適期は毎年変動するので、適期を見極め確実に人工交配を行う必要がある。

実績
　　　（１）無花粉スギの探索
これまでの人工交配の結果、本県スギ精英樹3クローン、県内天然スギ7クローン、計10クローンは無花
粉遺伝子を保有していないことが明らかになった。
（２）無花粉スギの創出
本県スギ精英樹29家系、スギカミキリ抵抗性品種2家系、県内天然スギ19家系、合計50家系の無花粉



遺伝子を保有する品種と人工交配させたF1苗木約3，000本を育苗中である。

連絡先
　　　農林水産部 林業試験場 森林管理研究室 電話0858-85-2511

参考URL　　　
林業試験場のwebサイトより

業務報告(平成26年度)

http://www.pref.tottori.lg.jp/secure/989699/3mukafunsugi.pdf
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

01 とっとりグリーンウェイブの推進

施策
　１ 事業の目的

■平成２５年度は自然や緑をキーワードとしたイベント・大会が全県下で実施され、本県の緑や
自然の豊かさを国内外にアピールする絶好のチャンス。
■そういった背景の中、本県の自然公園（山陰海岸・大山・三徳山・氷ノ山等）に眠る潜在的な
魅力を引き出して世界に発信し、その素晴らしい自然の素材を十分に生かし切って国内外から
の誘客を創出し、交流と連携が活発に行われることにより、その自然を守り育ててきた地域の
人々が豊かさを享受できる自然公園づくりを推進する。

　
　２ 事業の内容

（１）世界に打って出る氷ノ山グリーンエコリゾート整備事業
（２）大山・三徳山魅力発見・発信事業

　３ 事業の現状及び課題

（１）世界に打って出る氷ノ山グリーンエコリゾート整備事業
【現状】
ア　氷ノ山は氷ノ山後山那岐山国定公園の中心地であり、鳥取・兵庫県際の貴重な観光資源。
しかし、その素晴らしい資源が生かし切れておらず観光の過疎化が生じている。

イ　そこで、平成２４年度に鳥取・兵庫の官民で組織する「氷ノ山一帯の地域経営の在り方検討
ワーキンググループ」を設置、平成２５年度はＷＧを発展改組した「鳥取県氷ノ山グリーンエコリ
ゾート推進協議会」を設置し、エコツーリズム・スポーツツーリズムを主軸に、地域資源を活かし
た通年型観光の拠点づくりを進めている。

【課題】
　海外でも『緑豊かな山』と評される氷ノ山を、「氷ノ山グリーンエコリゾート(オールシーズン自然
体感リゾート)」として、拠点（響の森）とフィールド(登山道)の一体整備と合わせツーリズムの実
践を国内外に発信し、通年型観光による誘客を創出する。

○誘客拠点「氷ノ山自然ふれあい館」のリニューアル 
○誘客フィールド「氷ノ山登山道」の魅力向上
　・・・氷ノ山登山道の整備
○誘客実践「関西圏最大のアウトドアスポーツフィールド」の確立
　・・・ 「ＭＯＵＮＴ＆ＢＥＡＣＨクロスアドベンチャーｉｎＴｏｔｔｏｒｉ」として 氷ノ山山系≪氷ノ山Greenス
テージ≫と山陰海岸≪山陰海岸Blueステージ≫の豊かな自然を舞台に、アウトドアスポーツイ
ベントの実践、講習会の開催、専門誌への掲載実践からアウトドアスポーツ誌との連携による
PRまでを一体的に行う
○誘客施策の創出「鳥取県氷ノ山グリーンエコリゾート推進協議会の開催」
　・・・エコツーリズム・スポーツツーリズムを主軸に、地域資源を活かした通年型観光の拠点づく
りを具体的に検討・実行するため、両県の官民参画組織「鳥取県氷ノ山グリーンエコリゾート推
進協議会」において、氷ノ山ならではの誘客の新しいアイデア・施策を創出する。

（２）大山・三徳山魅力発見・発信事業
【現状】
ア　大山においては、平成２０年から実施してきた大山キャリーダウンボランティアについては、
延べ約１，８００人が参加、４ｔの汚泥が搬出され、大山のトイレのあり方、自然環境への配慮に
ついて啓発してきた。「大山環境宣言」の採択を契機に「大山環境フォーラム」や「大山の自然を
守り育む活動展」を開催し大山の自然保護についてPRしてきた。

イ　三徳山においては、国、県、地元が連携しながら、国立公園編入に向けた気運醸成の取組
が行われた結果、植生分布等の希少性が認められ、平成２６年３月１９日に自然的・景観的特
色との共通性が高い大山隠岐国立公園への編入が告示された。

【課題】



ア　「大山環境宣言」の採択と平成２８年２月に迎える「指定８０周年」を契機として、これまで大
山で展開されてきた先進的な自然保護活動を途絶えることなく、未来へ継承し、今後、国立公園
としてさらなる発展を図っていくために以下の取組を実施する。

○「大山マナーアップ協議会」の立ち上げ
○「大山頂上木道キャリーアップボランティア」の実施
○「大山の自然を守り育む活動展」の継続開催
○「大山隠岐国立公園指定８０周年」に向けた準備
○大山登山道案内リーフレットの増刷

イ　三徳山及び周辺地域は、数多くの観光資源を有史、個別に観光プログラムが展開されてい
るが、それらの魅力を総合的に発信できるブランドイメージを有していない。
国立公園編入を契機に、国、県、地元と継続的な連携のもと、「傑出した自然」とそれを守り育て
た「修験の歴史文化」が織りなす「三徳山の魅力」のブラッシュアップを図り、積極的な魅力発信
を図るため、以下の取組を実施する。

○三徳山の自然の魅力発信に向けた準備会の立ち上げ
○国立公園編入記念イベントの開催
○三徳山ガイドブック、DVDの活用、
○「三徳山」の魅力発信パネルの作成及び展示
○国立公園「三徳山」の周辺整備（遊歩道、エントランスモニュメント等の整備）

ウ　また効果的な情報発信を行うため、「三朝温泉開湯８５０年記念事業」とのコラボや、「三徳
山」の魅力発信パネル展」と「大山の自然を守り育む活動展」と同時開催など、関係事業と積極
的な連携を図る。

実績
　　　（１）氷ノ山グリーンエコリゾート整備事業
○「氷ノ山自然ふれあい館」リニューアル工事
（平成２６年度工事→平成２７年４月リニューアルオープン）
【リニューアルの概要】RC造２階建　延床面積2,759.28㎡
　・自然環境教育の推進（標本ラボ、自然体験・創作スペースの新設など）
　・氷ノ山地域のビジターセンター機能の強化（エントランスホールの充実など）
○氷ノ山登山道の整備
　・主要３ルート（氷ノ越、三ノ丸、仙谷）における路面整備（木道の改修など）
　・同ルートにおける多言語表記案内看板の整備（日、英、韓）
○アウトドアスポーツ大会の開催
「ＭＯＵＮＴAIN＆ＢＥＡＣＨクロスアドベンチャーｉｎＴｏｔｔｏｒｉ」を開催
　・開催日：平成２６年９月１９日～２０日
　・山陰海岸と氷ノ山で、ビーチラン、カヤック、クライミング、トレイルラン、マウンテンバイクを実施
　・１２６名が参加

（２）大山・三徳山魅力発見・発信事業
ア　大山地域
○大山頂上木道キャリーアップボランティアの実施
　・雨天の中、約１８０名が参加
○大山の自然を守り育む活動展」の実施

イ　三徳山地域
○「三徳山パネル」を制作し、パネル展を実施
○「三徳山ガイドブック」を増刷
○三朝町が行う活動拠点施設の整備に対する支援
　・三徳山休憩舎（観光案内、休憩スペース、バス停を兼ねる）
○国立公園編入記念イベント「AKB４８チーム８×三徳山」を実施
　・開催日：平成２６年１１月２２日（土）
　・会場：ふるさと健康むら自由広場　屋外特設ステージ
　・入場者：３５０名
　・内容：三徳山パネル展、AKB４８チーム８スペシャルライブ、三徳山の魅力クイズ大会

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 自然公園担当 電話0857-26-7200 

参考URL　　　
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02 自然公園等管理費

施策
　１ 事業の目的

　自然公園法の目的である「優れた自然の風景地の利用の増進」を実現し、安全で快
適な自然公園等の利用を確保するため、自然公園施設、自然歩道の適切な管理、整
備・修繕等を実施する。

　
　２ 事業の内容

（１）自然公園施設、自然歩道の整備・修繕
　　安全で快適な自然公園等の利用を確保するため、自然公園施設、自然歩道の整
備・修繕等を行う。
（２）公衆便所、自然歩道等の管理委託等
　　快適に自然公園を利用してもらえるよう自然公園内の公衆便所の清掃、自然歩道
の草刈り等に要する経費や施設設置に係る土地の借り上げを行う。
（３）国立公園清掃活動費補助金
　　自然公園法１９条「清潔の保持」の趣旨に基づいて、国立公園内の清掃活動等を
行う団体に対して、国、県、市町村が費用負担をして日常清掃に要する経費を助成す
る。

　３ 事業の現状及び課題

（１）県内には、国立公園（２箇所）、国定公園（２箇所）、県立自然公園（３箇所）があ
り、これら自然公園の総面積は49,061ｈａ、県土の14％を占めている。 
（２）自然公園法、鳥取県立自然公園条例において、優れた自然の風景地を保護する
ため、一定の行為を制限する規制が設けられている。 
（３）一般の公園利用者は、自然公園内における規制の内容を知らないことが多く、悪
意はなくとも結果的に違法な動植物採取等が行われる場合がある。
　このため、地元市町村・警察署などと合同で違法採取防止のパトロールと動植物採
取防止の呼びかけを行っている。
（４）これまでは修繕工事を行う場合でも、局所的、対症療法的な対応になっており、面
的・計画的に整備を行えていない面があったため、平成２１年度から実施している自然
公園施設・自然歩道に係る総点検、危険性・利便性等を考慮した点数評価により、全
県下での優先順位を整理した上で改修・修繕を行っている。

実績
　　　・自然歩道を安心・快適に利用していただくため、歩道の草刈り・修繕はもとより、沿線の
公衆トイレ・休憩舎等の維持管理を行った。
・山陰海岸ジオパークは平成２２年１０月に世界ジオパーク加盟が実現。平成２６年度は４年
に１回の更新審査を迎えるにあたり、自然歩道の観光・教育等への一層の活用に資するた
め、草刈りを年３回に増やし、落石対策や手摺り・路面の安全対策を実施した。
また、自然公園内の行為等に係る許認可等を行い、自然保護行政の推進に努めた。

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 自然公園担当 電話0857-26-7200

参考URL　　　
鳥取県内の自然公園
とりネットより「緑豊かな自然課」　http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=45320

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

03 自然保護監視事業

施策
　１ 事業の目的

　自然公園や県自然環境保全地域等での巡視活動や自然保護思想の普及啓発等を
行うため、各総合事務所に「鳥取県自然保護監視員」を配置するとともに、「鳥取県自
然保護ボランティア」制度なども活用しながら、県下全域で自然保護行政を推進してい
く。

　
　２ 事業の内容

（１）「鳥取県自然保護監視員」の配置（12,268千円）
　５名の自然保護監視員（非常勤職員職員）を東部・中部・西部・日野総合事務所に配
置し、所管の地域での巡視活動や公園利用者への普及啓発活動等を行う。
（２）「鳥取県自然保護ボランティア」制度の運用（260千円）
　自然保護に関心のある方を登録制の自然保護ボランティアに任命し、自然保護に関
する情報提供や県の自然保護活動等へ協力していただき、本県の自然保護の一助と
する。
　また、自然保護ボランティアの資質向上に向けて、研修会等を開催する。

　３ 事業の現状及び課題

　平成１９年度のボランティア制度の導入以降、登録者数は増加しているが、最近は横
ばい傾向が続いている。（現在の登録状況128名）
　ボランティアの確保に向けて、ＰＲの機会や学生などへの制度紹介など幅広い対象
に向けた啓発が必要。

実績
　　　１．鳥取県自然保護監視員
　５名の自然保護監視員（非常勤職員）により、地域での巡視活動や公園利用者への普及啓
発活動等を行った。
　・鳥獣保護、狩猟取締
　・自然公園（国立、国定、県立）の監視、普及啓発
　・県自然環境保全地域の監視
　・希少野生動植物の保護
　・特定外来生物による被害の防止

２．鳥取県自然保護ボランティア
　計１４６名のボランテイアが登録しており、自然公園等における自主的な活動を行うととも
に、県が行う特定外来種の防除作業など、各種取組へも参加した。

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 自然公園担当 電話0857-26-7200

参考URL　　　
１　自然保護監視員のブログ
（１）　とりネットより「東部総合事務所生活環境局」　
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=37058
（２）　とりネットより「中部総合事務所生活環境局」　
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=75809
（３）　とりネットより「日野総合事務所福祉保健局」　
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=145929
２　第４期鳥取県自然保護ボランティアの募集



　とりネットより「緑豊かな自然課」　
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=81262
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04 未来に引き継ぐグリーンウェイブ・「ともに育てる身近な緑づくり」事業

施策
　１ 事業の目的

全国都市緑化とっとりフェア、全国植樹祭などの成果を踏まえ、みどりの国鳥取づくり
に向けて、自然にある草花を生活の中に取り入れ、引き続き「共に育てる身近な緑づく
り（鳥取流緑化スタイル）」を普及・定着させ、地域での「鳥取流緑化スタイル」の取組や
地域への「鳥取流緑化スタイル」の浸透と人材の育成を進めるため、鳥取緑化スタイ
ルガーデンコンテストの実施、県内各地でのワークショップの開催、県有施設・道路緑
地帯等へナチュラルガーデンによるスポットガーデンを整備する。

　
　２ 事業の内容

（１）ナチュラルガーデン・デザインコンテスト事業
　県内外のプロ・アマ（学生）を問わず、鳥取流緑化スタイルの趣　旨にあったナチュラ
ルガーデン・デザインを募集し、募集作品の中から優秀な作品を選抜して、都市公園
内で実際に作成してもらうことで、新たな鳥取流緑化スタイルの普及に携わる人材の
掘り起こしと鳥取流緑化スタイルの情報発信に資する。

（２）県有施設等ナチュラルスポットガーデン整備事業
　県が進める鳥取流緑化スタイルの県内への一層の定着と鳥取流緑化スタイルによる
都市環境等への潤い提供を図るため、県有施設等においてナチュラルスポットガーデ
ンを整備する。

（３）ナチュラルガーデン１００名園造成事業　
　ナチュラルガーデンを県内に広く普及、定着を図るために、地域でナチュラルガーデ
ンを整備する個人、団体等に対して、原材料費の一部を助成し、県内でのナチュラル
ガーデン整備を県民運動的に展開する。

（４）とっとりフェア開催メモリアルイベントの実施
　とっとりフェアの開催とナチュラルガーデンの整備の成果を引き継ぎ、県内への普及
を促進するために、東部の花と緑のフェアに併せて、ナチュラルガーデンの魅力と普及
に向け、国内の先進事例などを紹介するミニシンポ等を併せて開催する経費を補助す
る。

（５）みどりすと創出・県民運動展開事業
　緑化フェアで培われた、地域で緑を増やしたり、地域で緑の潤いを提供する活動者
「みどりすと」を増やし、県内全体での県民運動に繋げていくために、「みどりすと」の育
成や活動のすそ野拡大に繋げる各種事業を実施する。

　３ 事業の現状及び課題

・全国都市緑化とっとりフェアを通じて、自然の草花を生活の中に取り入れる「鳥取流
緑化スタイル」という新たな緑化スタイルを提案してきた。
・ナチュラルガーデンを核とした鳥取流緑化スタイルについては、一定の評価を受けた
と考えるが、全県への普及・浸透が不十分。
・「鳥取流緑化スタイル展開事業」において、県立公園内へのナチュラルガーデン整備
を行い、鳥取流緑化スタイルの魅力を紹介、普及している。
・鳥取流緑化スタイルに携わる専門的技術者の養成が必要
・鳥取流緑化スタイルの展開が既存公園の再整備に止まり、その手法を活かしたまち
づくり等に繋がっていない。

実績



　　　（１）とっとりの自然を活かしたガーデンデザインコンテスト
・鳥取の自然を活かした今後の庭園緑化をリードする作品を県内外から募集し、優秀作品を
表彰した。

作品テーマ 「美しいふるさと鳥取の庭」
応募作品数 １７点
入賞者 大賞１、優秀賞１、準優秀賞１、奨励賞２
その他 入賞作品は、平成26年10月18日に開催した「東部地区

花と緑のフェア」会場にて表彰・展示
http://www.pref.tottori.lg.jp/garden-contest/

（２）とっとりの自然を活かした１００名園造成事業補助金
・自然風な庭園緑化を広く県内に普及し、緑豊かで潤いのある自然と調和した暮らしや街を広
げていくことを目的に、県内在住の個人、団体（自治会、学校、事業所等）へ経費助成を実施
した。

応募期間 平成26年12月25日～平成27年2月27日
交付決定件数 ３２件（個人２８件、団体４件）
交付条件等 ５万円上限、整備経費の10分の10
対象経費 植物材料費、土壌及び土壌改良資材費

（３）県有施設等ナチュラル・スポットガーデン整備
・県内の公共施設におけるモデルとなるよう、鳥取在来の植物を中心とした自然風なスポット
ガーデンを２箇所整備した。

施設名 概　要 特　徴
とっとり花回廊 Ａ＝２，６９８平方メー

トル
ｶﾞﾏｽﾞﾐ、ｼﾓﾂｹなど

特に紅葉が美しい自然風の
庭として林地を改良

県道鳥取空港
布勢線

Ａ＝４２６平方メート
ル
ｳﾂﾎﾞｸﾞｻ、ｷｷｮｳなど

管理費低減と美しい草花景
観を目指したﾓﾃﾞﾙ実証

（４）グリーンフェスタ２０１５への支援
・平成25年に本県で開始された「全国都市緑化とっとりフェア」の成果を引き継ぎ、県内へその
気運の高まりや内容を普及促進するため、花と緑のまちづくりに関する意識の普及啓発を目
的に花と緑のフェア東部地区実行委員会が主催したイベントを支援した。

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 緑地公園担当 電話0857-26-7403

参考URL　　　
鳥取県緑豊かな自然課のwebサイトより
「緑豊かな自然課」

http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=45312
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

05 鳥取流緑化スタイル展開事業

施策
　１ 事業の目的

全国都市緑化とっとりフェアを一過性のイベントに終わらせないために、「とっとりグ
リーンウエーブ」との一体的な取り組みとして、本県における新たな緑化技術の提案や
緑に親しむ面的な取り組みを全県的に展開していく。

　
　２ 事業の内容

１　鳥取流緑化スタイルの普及に向けた取組
　（１）鳥取流緑化スタイルの普及と定着
　全国都市緑化とっとりフェアのテーマであるナチュラルガーデンなどを取り入れた新
たな緑化スタイル「鳥取流緑化スタイル」の普及・定着に向けて、講演会・技術講習会
を開催する。
　
　（２）都市緑化の啓発・促進
　都市緑化の普及とグリーンウェイブの取組継続のため、県下３箇所で開催される「花
と緑のフェア」の開催支援を行う。併せて、本年度創設したとっとりグリーンウェイブ貢
献賞の募集・表彰等を併せて実施する。

　３ 事業の現状及び課題

　全国都市緑化とっとりフェアを通じてナチュラルガーデンの魅力紹介については、一定程度
の効果が上がった。
　鳥取流緑化スタイルが全県に普及・定着するまでには至らなかった。このため、引き続き講演
会や技術講習会を通じて、県内のファン拡大が必要である。

実績
　　　（１）普及啓発
・国連の定めるグリーンウェイブ活動の日（5月22日）に、植樹イベントを開催した。
・例年、県内３箇所（東・中・西部）で開催されている花と緑のフェアに係る経費の一部を支援
した。
・ナチュラルガーデンの普及に関わる講習会（２回）やガイドツアー（２回）を開催した。

（２）人材養成
・ナチュラルガーデン普及のために活動いただける指導者層を養成することを目的に、施工・
維持管理・基礎知識を学ぶ「とっとりナチュラルガーデンマイスター養成講座（全10回）」を開
催し、15名をマイスターに認定した。

（３）実践・実証
・全国都市緑化しずおかフェア（4月5日～6月15日）において、ナチュラルガーデンをコンセプト
にしたとっとり庭園を出展した。

連絡先
　　　生活環境部 緑豊かな自然課 緑地公園担当 電話0857-26-7369

参考URL　　　
鳥取県緑豊かな自然課のwebサイトより
「緑豊かな自然課」

http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=45312
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

06 鳥取砂丘保全・再生事業

施策
　１ 事業の目的

 「日本一の鳥取砂丘を守り育てる条例」に基づく監視体制の整備及び意識啓発活動
を行う。

　
　２ 事業の内容

（１）鳥取砂丘レンジャーを配置し、砂丘利用者へ砂丘の価値を解説するガイドや条例趣旨
の徹底を図るための巡視活動の実施
（２）砂丘の魅力を情報発信するガイドツアーの実施

巡視活動 ジオツアー

　３ 事業の現状及び課題

（１）現状
　・鳥取砂丘レンジャーの配置　　6名
　・落書き件数　　平成25年度322件
　・鳥取砂丘魅力満喫ジオツアーを計画
　・砂丘レンジャー日記（HP）、Facebook等によるタイムリーな砂丘の魅力の情報発信

実績
　　　・鳥取砂丘レンジャーの配置　　平成26年度6名
　・落書き件数　　平成26年度269件
  ・鳥取砂丘レンジャーによるガイド　平成２６年度2,141件
　・ジオガイドツアーの開催　平成２６年度4回開催　延べ31人参加

連絡先
　　　生活環境部 砂丘事務所  電話0857-22-0582

参考URL　　　
鳥取県砂丘事務所のwebサイトより
　http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=100183

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

07 鳥取砂丘景観保全再生事業

施策
　１ 事業の目的

　「日本一の鳥取砂丘を守り育てる条例」の理念に基づき、民間と行政で構成する鳥取
砂丘再生会議が行う鳥取砂丘の保全・再生の取組に対して支援し、もって鳥取砂丘の
優れた環境、景観を次世代に引き継いでいく。

　
　２ 事業の内容

鳥取砂丘再生会議が行う下記の事業に要する経費を県、鳥取市が各１／２ずつ負担す
る。
（１）砂丘の保全・再生に関する事業
　砂丘全域を対象に、年間を通した除草を実施する。特に草が種子を散布する前を重点
に実施する。
　・委託（機械・人力）による除草
　・ボランティア（団体・個人・観光客等）による除草

（２）砂丘景観の保全・再生に関する調査研究
　鳥取砂丘の自然の姿を再確認し、保全事業にフィードバック・活用するため、学識経験
者等で構成する「鳥取砂丘再生会議保全再生部会調査研究会」が調査・研究を実施す
る。
　・基礎的調査
　・砂の動く生きている砂丘再生に向けた調査
　・景観を改善するための調査

（３）人材育成に関する事業
　・「鳥取砂丘大学」を開校し、鳥取砂丘を訪れる観光客等へ砂丘の価値・魅力を伝える
鳥取砂丘ガイドを養成する。
　・鳥取砂丘の価値や魅力を知っていただくため、砂丘内で「鳥取砂丘ガイド」によるガイ
ド活動を行う。

ボランティア除草の様子 ガイド活動の様子

　３ 事業の現状及び課題

（１）現状
　ア　ボランティア除草　　43.2ha



　　　　・夏季のボランティア除草を中心に、通年で企業団体による除草活動を実施
　　　　　　平成25年度　2,835人
　　　　・観光客による除草活動を年間を通して実施
　　　　　　平成25年度　1,880人
　イ　委託（機械・人力）による除草　　67.6ha
　ウ　調査研究
　　　　・長期的な砂丘の地形変動
　　　　・除草のための調査
　　　　・自然の砂の動きと砂丘の成因の調査
　　　　・動植物の調査
　　　　・景観の改善調査　　等
　エ　鳥取砂丘大学を開校、ガイドの養成を図る
　　　　・鳥取砂丘ガイド登録状況　43名（平成26年3月31日現在）
　　　　・ガイドサポーター登録状況　44名（平成26年3月31日現在）

（２）課題
　・県民の貴重な財産として鳥取砂丘の景観を保全する取組の輪を広げるよう、引き続
き企業団体、地域住民はもとより、観光客による除草活動を拡充していく。
　・鳥取砂丘ガイドの円滑な運用とスキルアップを図る。

実績
　　　ア　ボランティア除草　　43.2ha
　　　　・夏季のボランティア除草を中心に、通年で企業団体による除草活動を実施
　　　　　　平成26年度　4,068人
　　　　・観光客による除草活動を年間を通して実施
　　　　　　平成26年度　2,605人
　イ　委託（機械・人力）による除草　　67.5ha
　ウ　調査研究
　　　　・長期的な砂丘の地形変動
　　　　・除草のための調査
　　　　・自然の砂の動きと砂丘の成因の調査
　　　　・動植物の調査
　　　　・景観の改善調査　　等
　エ　鳥取砂丘大学を開校、ガイドの養成を図る
　　　　・鳥取砂丘ガイド登録状況　46名（平成27年3月31日現在）
　　　　・ガイドサポーター登録状況　44名（平成27年3月31日現在）

連絡先
　　　生活環境部 砂丘事務所  電話0857-22-0582

参考URL　　　
 鳥取県砂丘事務所のwebサイトより
　http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=100183

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

08 鳥取砂丘保全事業（養浜）

施策
　１ 事業の目的

　貴重な観光資源である『鳥取砂丘』は、平成１７年以前においては冬季風浪や砂の
供給源の減少等により浜幅が減少していること（侵食）が確認されたことから、砂丘保
全のための継続的なサンドリサイクルに取り組んでいるところ。

　
　２ 事業の内容

　毎年、鳥取港航路泊地で浚渫した砂を、「鳥取県沿岸の総合的に土砂管理ガイドラ
イン」に基づき、鳥取砂丘沖に投入（サンドリサイクル）し、砂丘の侵食を防止する。

　３ 事業の現状及び課題

現状において砂丘の侵食防止効果が確認されており、今後も継続的に効果検証を行ってい
く必要があるが、多額の事業費（毎年 50,000(千円)）がかかることから、予算確保が課題と
なる。

実績
　　　工事名：鳥取港航路泊地浚渫（鳥取砂丘保全）工事
工期：平成２６年２月１３日～平成２６年９月２５日
契約金額：７８，６２５千円
実施内容：鳥取砂丘沖に２４，５１３ｍ３浚渫土砂を投入

連絡先
　　　県土総務部 空港港湾課 港湾担当 電話0857-26-7312

参考URL　　　
鳥取県空港港湾課のwebサイトより

http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=28145
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

09 山陰海岸世界ジオパークネットワークの推進

施策
　１ 事業の目的

世界ジオパークネットワークに加盟している山陰海岸ジオパークについて、観光面での活用や
認知度向上に繋がる事業等を、山陰海岸ジオパーク推進協議会と連携し官民あげて推進する
ことで、地域経済の完成かを図り、持続可能な地域社会の形成をめざす。

　
　２ 事業の内容

平成２６年度は、世界ジオパークの再審査への対応を万全とするため、ジオパークのさらなる魅
力づくり、おもてなし対策、鳥取市西部の新規ジオパーク地域対策などに取り組む。
（１）ジオパークのさらなる魅力づくり
　自然景観を楽しみながら歩く旅「ロングトレイル」のルート策定に向けた検討調査、アウトドアス
ポーツ大会の開催、民間事業者や市町が行うジオパークに関する様々な取組への支援を行う。
（２）おもてなし対策
　ジオパークガイド研修会の開催、案内看板の整備拡充、ラッピングバスのリニューアル、外国
人対応職員（英語）２名の配置（砂丘事務所、山陰海岸学習館）を行う。
（３）新規ジオパーク地域（鳥取市西部）対策
　世界再認定の気運向上や新規エリア等の地域活動活性化のためのフォーラムの開催、案内
看板や記念ウオーキング大会への支援を行う。
（４）調査研究活動の推進
　県内のジオパークエリア内での調査研究活動を支援する。
（５）ガイド活動の活性化
　県域を越えてツーリズム活動等に取り組むガイド等の支援、ガイドを活用した夏休み自由研究
対策講座を開催する。
（６）旅行商品の造成・情報発信
　旅行会社への旅行商品造成支援や県内外への情報発信を行う。
（７）隠岐世界ジオパークとの連携
　隠岐汽船を活用した鳥取－隠岐航路のための検討調査、大型客船による鳥取－隠岐観光ク
ルーズへの支援を行う。
（８）山陰海岸ジオパーク推進協議会の取り組み
　山陰海岸ジオパークエリア内の府県市町、関係団体が一体となって、ジオパークの保護保全、
調査研究、教育啓発、観光活用、情報発信等の事業を行う。
　（協議会の主な事業）
　　・ジオパークの保全活動、学術研究等の推進
　　・ジオパークフォーラム、ＰＲキャンペーン等イベントの実施
　　・モニターツアー、スタンプラリー、写真コンクールの実施
　　・ジオパークネットワーク活動の展開
（９）関西広域連合（広域観光・文化振興分野）の取組
　　海外トップセールスや外国人観光客向けガイドブック等で山陰海岸ジオパークをPRする。

　３ 事業の現状及び課題

○平成２２年１０月の世界ジオパークネットワークへの加盟認定後、観光や学校教育等での活
用が図られ、カヌー体験をはじめ観光入込客数が増加するなど一定の成果が上がっている。
○平成２６年度は世界ジオパークネットワークの再認定審査があり、この対応を万全とするため
の折り組みとして、平成２５年１２月に新たに日本ジオパークに認定された鳥取市西部地域の活
動の活性化や、おもてなし対策、新たなツーリズムの提案など、世界審査を契機としたステップ
アップに取り組む。

連絡先
　　　生活環境部　緑豊かな自然課　山陰海岸世界ジオパーク推進室 電話0857-26-7637

参考URL　　　
山陰海岸ジオパーク推進協議会のWebサイトより



「山陰海岸ジオパーク」

http://sanin-geo.jp/
　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

10 三徳山歴史遺産調査事業

施策
　１ 事業の目的

　鳥取県を代表する貴重な文化財の宝庫である三徳山の歴史遺産（文化財）につい
て、三朝町が実施する調査・研究事業に対して支援と協力を行い、その学術的価値を
高めていく。

　
　２ 事業の内容

○学術調査等への調査指導及び調査協力 
　　（１）三徳山自然環境調査 
　　（２）三徳山発掘調査
　　（３）三徳山民俗文化財調査 
　　（４）三徳山総合調査研究
　　（５）三徳山正善院復元事業

　３ 事業の現状及び課題

世界遺産登録推進に向け、世界的・国際的な観点から、信仰の山の文化的景観として、三徳山
がもつ顕著な普遍的価値の証明が求められるところ。修験道など信仰の山としての全体像を明
らかにする観点から、国内外の事例との比較研究を進め、適切な課題設定や資産構成につい
て検討することが必要。

実績
　　　（１）三徳山自然環境調査 
自然環境調査として以下のとおり植生調査を実施した。
【植生調査】（兼：三徳山を守る会事業・世界遺産登録推進協議会調査研究部会事業）
月日 調査内容 備考（結果等）
５月16日 三徳地内（合谷：四本杉周辺）の植生 １２５種確認
９月５日 三徳地内（国立公園遊歩道）の植生 環境省と合同で調査
９月６日 三徳地内（合谷：四本杉周辺）の植生 環境省と合同で調査
９月26日 三徳地内（樋口谷）の植生 環境省と合同で調査

１８１種確認
（２）三徳山発掘調査
正善院の修復に際して焼失前の建物以前の建物跡及び庭園範囲の確認のため、試掘調査を実施し
た。
その結果、今回（平成２４年３月９日）の焼失以前の火災による炭化物層や複数の盛土層を確認。
また庭園部分の調査では、南側の土地を削って築山を盛土造成していることを確認した。
そのほか送水管敷設に伴う試掘調査、休憩舎建設に伴う試掘調査を実施したが、遺構、遺物の確認は
なかった。
（３）三徳山民俗文化財調査
【石造物調査等】（兼：三徳山を守る会事業・世界遺産登録推進協議会調査研究部会事業）
月日 調査内容 備考（結果等）
６月６日 鉄鰐口調査

（神倉・久原・下谷）
享保八年（1723）をはじめとする３基を確認。

８月１日 石造物調査（三朝温泉街） 温泉街石碑の読解調査　21基
８月21日 棟札調査（岩本集落） 享和元年（1716）をはじめとする18枚を確認
10月10日 三朝温泉薬師堂・砂原観音堂安置

物調査
薬師堂７躯、観音堂３躯の仏像調査

（４）三徳山総合調査研究
建造物、自然（植物・植生分布）、地形を内容とした『三徳山総合調査報告書』第２集を刊行。
（５）三徳山正善院復元事業
名勝及び史跡三徳山の重要な構成要素の一つである正善院の修復を行う為、平成２５年度の基本設
計を踏まえた実施設計を行った。実施設計にあたっては学識経験者からなる「名勝及び三徳山（正善



院）整備検討委員会」を設置し、助言指導を得ながら実施した。

連絡先
　　　鳥取県教育委員会 文化財課 歴史遺産室 電話0857-26-7932

参考URL　　　
 鳥取県教育委員会文化財課のwebサイトより
　「文化財課」
     http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=82388
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11 三徳山世界遺産登録推進事業

施策
　１ 事業の目的

　世界遺産暫定一覧表記載資産候補として提案書を提出し、継続審議が妥当とされた
「三徳山」について、三徳山の持つ顕著で普遍的な価値について、今まで十分とはい
えなかった調査研究をすすめるとともに、その魅力を広く知ってもらうための情報発信
を行い、世界遺産登録に向けた取組を推進する。

　
　２ 事業の内容

　世界遺産の観点に基づいた三徳山の調査研究と、その学術的な部分での魅力につ
いて認知度アップも目指した情報発信を実施
（１）調査研究事業
　県及び三朝町で調査研究チームを立ち上げ、三徳山の総合的・広域的な調査研究
を実施 
（２）普及啓発事業
　三徳山の学術的な魅力、調査研究によって得られた知見を講演会や説明会などを
通じて積極的に情報発信を実施

　３ 事業の現状及び課題

世界遺産登録推進に向け、世界的・国際的な観点から、信仰の山の文化的景観として、三徳山
がもつ顕著な普遍的価値の証明が求められるところ。修験道など信仰の山としての全体像を明
らかにする観点から、国内外の事例との比較研究を進め、適切な課題設定や資産構成につい
て検討することが必要。

実績
　　　（１）調査研究事業
第６回三徳山世界遺産登録運動推進協議会調査研究部会を以下のとおり開催した。
日時：平成２７年２月２５日
内容：報告事項　
　　　１）今年度の調査成果等
　　　　①三徳山遺跡の発掘調査　
　　　　②三徳山自然環境調査
　　　　③三徳山民俗文化財調査
　　　　④三徳山総合調査報告書　　
　　　２）調査研究以外の事業
　　　　①三徳山行者道修理工事　
　　　　②三徳山送水管敷設事業
　　　　③名勝及び史跡三徳山（正善院）整備事業
　　　　④三徳山一斉清掃、ウォーク
　　　　⑤世界遺産登録推進関係　
　　　　⑥国立公園編入記念イベント
　　　　⑦三徳山休憩舎の整備　
　　　議事
　　　１）平成２７年度の調査・研究事業について

（２）普及啓発事業
三徳山周辺（三朝温泉等）の資産を活用した情報発信に関する助言指導として、「三徳山を応援する勝
手連」を招致した。
（１）開催日　平成26年10月25日～27日
（２）内容等　観光・地域団体・行政関係者とワークショップを実施し、三徳山・三朝温泉を知ってい　　た
だく為、都市生活者の観点で体験型の旅行プランの提案を行う。
　　３Dプリンター等の先進機器と文化財を掛け合わることで、世界的な情報発信や先進的な教育　　活
動等、多方面に活用が可能との提案を受けた。



そのほか以下のとおり国立公園編入記念イベントを実施。
（１）開催日：平成26年11月22日
（２）場　所：ふるさと健康むら
（３）出演者：AＫＢ48　チーム8
（４）その他：来場者300人

連絡先
　　　鳥取県教育委員会 文化財課 歴史遺産室 電話0857-26-7932

参考URL　　　
鳥取県中部総合事務所のwebサイトより
　「三徳山を世界遺産へ」
http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=24294
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12 森のようちえん等に対する運営費助成モデル事業

施策
　１ 事業の目的

本県の恵まれた環境を活かした自然・地域のフィールドを活用した野外（園外）保育における子
どもの発達を支援し、平成２７年度に向けて県独自の新しい認証制度の創設を検討するため、
モデル事業として事業者への運営支援を行う。

　
　２ 事業の内容

自然のフィールドを活用して野外（園外）保育等を行う事業に対し、新しい認証制度（鳥取型）の
創設を検討するため、モデル事業を実施する。
１　実施主体　　県
２　補助率　　　４分の３
３　補助要件　　
事業主体 　民間事業者（NPO、任意団体、個人）
活動単位 　３名以上２０名以下のグループ単位で活動（1つの事業者で複数グループ保有も

可）
利用年齢 　３歳児～就学前児童（一定の条件の下、年度途中に満３歳となる児童も対象）
職員配置 　１グループには最低２人以上の職員を配置

　（１グループ１５人を超える場合には、更に１人の職員配置を推奨）　
施設基準 　・複数のフィールドがあること

　・休憩用の施設（建物）かあることなど　など
４　補助単価
　　○基本基準額（年額）　２，６７３千円
　　○有資格加算額（年額）　 ４５０千円　※保育士又は幼稚園教諭の資格を有する者に対し加
算

　３ 事業の現状及び課題

全国的に森のようちえんが広がりを見せているが、国が認可するところまでではなく、公的助成
がないため、運営に苦慮しているところが多い。

実績
　　　・以下の表の園（５園）に対し、１７，８３８千円交付した。

交付先（事業者） 園の名称
智頭町森のようちえんまるたんぼう特定非営利活動法人智頭町森のようちえんまるた

んぼう 空のしたひろばすぎぼっくり
いきいき成器保育園運営協議会 いきいき成器保育園
鳥取・森のようちえん・風りんりん 鳥取・森のようちえん・風りんりん
特定非営利活動法人親子支援 hughug hughug大山森のようちえん 

・モデル事業を踏まえて、平成２７年３月２５日に「とっとり森・里山等自然保育認証制度」を創設

連絡先
　　　子育て王国推進局子育て応援課幼児教育・保育担当　電話：０８５７－２６－７１５０

参考URL　　　
鳥取県子育て王国推進局のｗｅｂサイトより（とっとり森・里山　等自然保育認証制度）

　http://www.pref.tottori.lg.jp/239563.htm
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13 森林セラピー推進モデル事業（とっとりグリーンウェイブ推進事業）

施策
　１ 事業の目的

森林セラピーを活用した智頭町の取組を支援し、この取組をモデルとして鳥取県全域
に広げることを目的とする。

　
　２ 事業の内容

（１）企業等への普及活動
　　県外でのＰＲイベントの開催
　　契約企業への導入割引
　　雑誌等へのＰＲ

（２）測定機材の購入
　　効果検証測定機器の増設

　３ 事業の現状及び課題

（現状）智頭町の森林セラピー基地は平成２３年７月にオープンし、関西圏を中心とした
県外から好評を得ている。医療分野との連携として、企業向けメンタルヘルスプログラ
ムの確立、実証に取り組んでいる。

（課題）
○都市部の企業を継続的な顧客として取り込むため、平成２５年度に確立・実証される
企業向けのメンタルヘルスプログラムについてＰＲを行い、その実施体制を整えていく
こと。
○智頭町で確立されたノウハウを活かし、智頭町以外の新たな地域での事例を積み
上げ、県内全域への波及効果を促すこと。

実績
　　　智頭町が安定的な顧客を確保するために行った、森林セラピーの医学的な実証成果を活用した
県外企業に対する営業活動や森林効果検証測定機器増設（受入れ体制の充実）を助成。（平成26年
度：１企業へ智頭森林セラピー研修プランを販売）

連絡先
　　　農林水産部　森林・林業振興局　森林づくり推進課　　電話：０８５７－２６－７３０４

参考URL　　　

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

14 ふれあい集う森の発見事業（森のいろは塾）

施策
　１ 事業の目的

広く小学生等を対象にして、試験場研究員の日ごろ培った知識及び技術等を活用して
森林内での体験学習、木工教室等を実施し、森林・林業の大切さや、木材の良さへの
理解を深める。

　
　２ 事業の内容

４つの体験型講座（1．昆虫の世界を探検／2．森の木々を調べる／3．木で染めよう／
4．木工品を作ろう）を林業試験場構内、２１世紀の森で実施する。

　

　３ 事業の現状及び課題

「2．森の木々を調べる」講座において、25年度からツリーイング体験を人数を限定して
導入したところ、応募者が多数あった。このため次年度事業ではツリーイング体験の内
容を拡充し、より多くの人に林冠観察を体験していただくこととしたい。

実績
　　　【実施概要】
　実施日時：平成26年8月2日(土)午前9時～午後3時
　場　所：鳥取県林業試験場(鳥取市河原町稲常113)
　実施講座：
　　１．昆虫の世界を探検しよう
　　２．森の木々を調べてみよう



　　３．木で染めてみよう
　　４．木工品を作ろう
　参加者人数：１８４名(保護者含む)

　（昆虫の世界）

　
　（森の木々　ツリーイング）　　　

　
　（木染め)

　
　（木工品）

　

連絡先
　　　農林水産部 林業試験場 森林管理研究室 電話0858-85-6221



参考URL　　　
林業試験場のwebサイトより

http://www.pref.tottori.lg.jp/dd.aspx?menuid=70824
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15 とっとりスタイルエコツーリズム「住まうように旅する」推進事業

施策
　１ 事業の目的

「エコツーリズム国際大会２０１３ｉｎ鳥取」の参加者に提供して好評を博した旅行商品（エコツアー
プログラム）の販売促進、人材育成等に取り組む団体を支援する。

　
　２ 事業の内容

大山山麓観光推進協議会（エコツーリズム推進団体）が行う次の取組を支援する。
○情報発信（WEB、雑誌等での情報発信、マスコミ招致等）
○商品造成及び販売（エコツアーガイドブック掲載商品の販売促進等）
○人材育成及び普及啓発（エコツアーガイド養成研修会、シンポジウムの開催等）

　３ 事業の現状及び課題

平成１８年に皆生で始まったエコツーリズムの取組は、翌年西部圏域の官民が連携し「大山・中
海エコツーリズム協議会」を組織し、主に西部圏域にある素材を題材にした観光プログラムの造
成の取組を進めてきた。

平成２５年１０月には、官民４９団体による実行委員会により「エコツーリズム国際大会2013in鳥
取」を開催し、国内外に鳥取県の魅力を「住まうように旅する」という新しい観光スタイルの提案に
よって強くＰＲすることができた。

地域の気運醸成が進んでいるこの機に、「住まうように旅する」観光商品をビジネス化に移行する
ことが地域に求められている。

実績
　　　滞在型の新しい商品づくりに繋げるためのモニターツアーの実施やエコツーリズムを地域に浸透
させていくための啓発セミナー等を実施した。
　○紅葉の大山風景街道を巡るガイド付きバスツアー等のモニターツアーの実施
　　　・実施回数４回（種類）
　　　・延べ参加者数８２名
　○エコツーリズムガイド講座
　　　・平成２６年７月１４日、米子市内にて開催（６３名参加）
　　　・テーマ「ガイドとしての心得とマレーシアから見た鳥取県観光地の印象」
　　　・講師「アンソニーウォン氏（アジア・オーバーランド・サービス社代表取締役」他
　○とっとりスタイルエコツーリズムセミナー
　　　・平成２７年２月２３日、米子市内にて開催（１０１名参加）
　　　・テーマ「お客様に喜ばれる地域の魅力とは」
　　　・講師「山田桂一郎氏（ＪＴＩＣＳＷＩＳＳ代表、JETS理事、観光カリスマ）」他
　○県外催事等での圏域情報PR
　○WEBを活用した圏域の旬の情報（観光）やエコツーリズムメニュー等の情報発信　

連絡先
　　　西部総合事務所 地域振興局 西部観光商工課　（電話）0859-31-9647

参考URL　　　
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16 とっとりスタイルエコツーリズム普及推進事業

施策
　１ 事業の目的

　近年、消費者からは、人や自然とのふれあいなど体験的要素を取り入れ「ニューツー
リズム」に対するニーズが高まっている。
　また、教育現場においても体験型教育旅行が広く取り入れられている。
　このため、ニーズに対応する受入機能の強化や情報発信を積極的に進めていく。

　
　２ 事業の内容

（１）メニュー造成、受地整備支援補助金　１２，５００千円

【ステップアップ型】
事業内容 ニューツーリズムに関する体験型観光メ

ニューの造成や情報発信などの受け地整備
を目的とした事業に対する補助

補助額 ２分の１（上限５００千円）
補助対象事業者 ニューツーリズムに関するメニュー造成や情

報発信に取り組む団体、市町村
補助対象経費 体験に必要な器材や消耗品等の購入経費、

オリジナルグッズ試作に必要なデザイン経
費、消耗品等の購入費、ホームページ制作
費、プロモーション経費　など

補助対象となる
取組の具体例

○自然、農林漁業体験メニューの整備
○スポーツや文化体験メニューの整備
○情報発信体制の整備　　など

【規模拡大型】
事業内容 県外からの団体受入を積極的に進めるため

人材育成を核とした体制整備や規模拡大を行
う事業に対する補助

補助額 ２分の１（上限２，５００千円）
補助対象事業者 県外からの団体受入を目指した規模拡大や

受入体制の整備に取り組む団体
補助対象経費 コーディネーターの人件費（庶務的事務を行う

者の経費は除く）、体験に必要な器材や消耗
品等の購入経費、モニターツアー実施経費、
プロモーション経費　など

補助対象となる
取組の具体例

○自然、農林漁業体験メニューの規模拡大
○スポーツや文化体験メニューの規模拡大
○団体ツアーの造成　など

（２）教育旅行誘致　５，０００千円

【旅行会社等への売り込み強化】
事業内容 県外の旅行会社や教育旅行関係者への情報

発信、売り込みを強化する。
所要経費 ２，０００千円（鳥取県観光連盟に委託）
取り組みの具体例 〇旅行会社等を対象とした視察旅行の開催、

プロモーション活動の展開
〇受地整備に向けた県内観光関係者への普
及啓発（研修会開催など）



【誘致促進のための宿泊費助成】
事業内容 学校教育法に定める学校が、教育活動の一環

として行う宿泊を伴い実施する教育旅行につい
て、一人あたり１千円の助成を行う。

所要経費 ３，０００千円（鳥取県観光連盟に委託）

　３ 事業の現状及び課題

●平成２５年度は、「第３０回全国都市緑化とっとりフェア」や「エコツーリズム国際大会
２０１３ ｉｎ 鳥取」が開催されるなど、鳥取県ならではの「エコツーリズム」や「ニューツー
リズム」の基盤整備や情報発信が行われたところであるため、今後、鳥取県が「エコ
ツーリズム」「ニューツーリズム」のメッカとして、県外から多くの団体客を受け入れるた
めには、個別の体験プログラムの充実とともに、各地域の核となる受入団体の規模拡
大と地域内での横の連携促進が必要不可欠である。

●教育旅行の誘致には、慣例的な行き先の変更を促すことになるため、３年後の成果
を見据えて地道な誘致活動が必要である。県内に魅力的な体験素材が点在している
ことを、都市圏駐在の観光プロモーターが学校現場や修学旅行を取り扱う旅行会社を
訪問して伝えたり、学校や業界関係者を本県に招き、体験素材を直に見て魅力を感じ
てもらう機会の提供等を行っていく。

実績
　　　（１）メニュー造成、受地整備支援補助金
＜補助金交付件数＞

・ステップアップ型：８件

・規模拡大型：２件

＜補助金活用の主な事例＞

・滞在型トレッキングツアーの造成

・とっとり花回廊イルミネーションと枡水高原でのナイタースキーを素材にしたバスツアー

・赤猪岩神社を活用した誘客事業

（２）教育旅行に関する旅行会社への売り込み強化　

体験型教育旅行誘致促進事業として、鳥取県観光連盟に委託実施

＜県内関係団体等の受地体制整備＞

・広域的、一元的な体制整備に向けた県内視察研修及び情報連絡会の開催

・修学旅行関係研究大会への参加

＜体験型教育旅行の誘致活動＞

・現地研修会（ダウンヒルサイクリング、砂丘パラグライダー等）

連絡先
　　　観光交流局　観光戦略課　電話：0857-26-7239

参考URL　　　
http://www.pref.tottori.lg.jp/213172.htm

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

17 森と海の交流体験プロジェクト

施策
　１ 事業の目的

県民が森と海とのつながりについて学びながら交流することにより、上下流や地域の絆を深め
るとともに、グリーンツーリズムの推進を図る。

　
　２ 事業の内容

林業･漁業関係者のほか、地域住民やボランティア団体等広く県民の参加を募り、栄養分に富
む良質で豊富な海へ供給する水源林の整備や海岸清掃等を通じて、森と海のつながりについ
て学びながら交流する取組を支援する。
【取組事例】
（１）水源林や海岸林における植栽、間伐等の森林整備活動
（２）海岸清掃
（３）参加者への海産物･林産物の提供
（４）森林での自然観察や漁船での網揚げ見学などを通じた子どもたちの相互交流
（５）適切な森林整備が海への恩恵をもたらすことなどを学ぶ自然環境学習会　　など

　３ 事業の現状及び課題

○平成25年5月に、本県において第64回全国植樹祭が開催され、環境先進県「とっとり」の活動
を県内外に発信した。
○これを契機に、県民、企業、ボランティア等が環境保全活動に取り組む県民運動について更
なる展開を図ることとしている。
○森林を適切に整備することで、豊富な水や栄養分が川を下り、水質浄化や水産物の増加など
海に豊かな環境をもたらすことについて県民への理解を促すとともに、その活動に広く県民も参
加することでグリーンツーリズムの推進を図る。

実績
　　　森と海の相互交流イベントを実施した１団体の取り組みを支援した。

○イベント名　　森の手入れと海岸そうじ　そして最後に地引き網
○開催日　　平成26年8月23日（土）
○場所　　三朝町坂本、北栄町松神
○主催　　天神川と日本海交流体験実行委員会
　　　　　　（東郷湖天神川サケの飼育プロジェクト、天神川の魚を守る会）
○協力　　鳥取県中部森林組合、松神漁業組合
○参加者数　　88名

　



連絡先
　　　農林水産部森林・林業振興局森林づくり推進課　　電話：０８５７－２６－７３０６

参考URL　　　

　　　



平成２６年度　鳥取県環境白書

  ５ 自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保
  5-4 人と自然とのふれあいの確保

18 ふるさとまちづくり支援事業（県民と協働する川づくり）

施策
　１ 事業の目的

　県内の中山間地の河川においては、河岸や水みちが良好な環境を形成し、多種多
様な生物が生息しているなど、ふるさとの原風景を感じさせる空間が残っているもの
の、河川環境を保全するための活動を支援、協働する仕組みがないため、恵まれた地
域特性が放置されたままとなっている。

　このため、地域住民等が参画し、河川を地域活動の場とするまちづくりを支援するこ
とにより、良好な河川空間を再生・維持させるとともに、鳥取県らしい自然との共生社
会を実現する。

　
　２ 事業の内容

○曳田川（鳥取市河原町西郷地区）
　 河川環境整備　事業延長　約８００ｍ　（平成２５年度～平成２６年度）

〈支援内容〉
　安全に河川が利用できるよう河川管理施設（護岸、低水敷、水際へのアプローチ施設
　など）の整備や住民では対応できない危険な支障木の伐採等の維持修繕

　３ 事業の現状及び課題

これまで西郷地区では、恵まれた地域特性を活かし、カジカ蛙及び蛍の学習会や



河川美化活動を実施するなど、地域住民自らが河川環境保全の取組を積極的に
行っている。
しかし、河川管理施設の整備や危険箇所での伐木などは、住民では対応が困難
であり、これらを支援し、住民と協働で良好な河川空間を再生・維持させることとし
ている。
平成25年度は、景観の支障となる河川沿いの木を伐採した。周囲の見晴らしが良
くなり、地元からも大変喜ばれている。また、不可視部が無くなることにより、不法
投棄が無くなるといった効果も見られた。 
地域住民等による河川環境保全の取組を支援することにより、県民自らが環境保
全に行動する「とっとりグリーンウェイブ」が進められるよう、曳田川をモデルとした
取組が県内各河川へ広く浸透していくよう推進することが必要である。

実績
　　　平成26年度は、西郷地区協議会が策定した曳田川渓流景観整備計画
を基に、水際へのアプローチ施設等の整備を行った。

○工事内容
　 コンクリート系園路　１０３平方メートル
　 砕石園路　　　　　　 ４４９平方メートル
　 階段工　　　　　　　　７箇所
　 飛び石　　　　　　　　１式

連絡先
　　　県土整備部　河川課　企画担当　電話0857-26-7374

参考URL　　　

　　　


